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第１章 憲法上の位置づけ 

 

第１節 大学の法的地位 

オーストラリアの高等教育システムは、他の OECD 諸国と比較した場合、いくつか独自

の特性を有している。それは基本的に、大部分が公立であり比較的同質の大学からなる国

家システムという点である。高等教育供給のほぼすべてが大学を通してなされており、い

ずれの大学も広範囲にわたってコースを提供し研究を実施している。２校の私立大学（ノー

トルダム大学とボンド大）を含む39校の大学が存在し、それ以外に３校の自己認証機関

（self-accrediting higher education institutions）と約85校の私立高等教育機関がある。公立

大学のうち５校は二元セクター（高等教育部門と職業教育訓練部門）からなる機関であり、

４校はビクトリア州に、もう１校は北部準州にある。詳しくは付録１を参照されたい。私

立機関は主にカトリック系のカレッジや職業教育あるいは芸術分野に専門特化した機関で

ある。これら機関は数こそ多いものの高等教育学生のわずか３％を占めるに過ぎない。 

 

連邦政府が高等教育システムに関して有する憲法上の権限は限定的である。オーストラ

リア憲法の下、連邦議会は教育、高等教育、大学の領域においてまったく法的権限を持た

ない。それは州（States）や準州（Territories）の責務である。それにもかかわらず、連邦

政府は州や準州との間で同意された現行の取り決めの下、高等教育財政や多くの領域の施

策に対する主たる責務を有している。 

 

連邦政府は1940年代以降、次第に高等教育財政及び政策立案においてより重要な役割を

担うようになった。1974年以降連邦政府が中心的な財政責任を握るようになる一方、州政

府は大学に対する立法及び規制に基づく統制力を維持し続けている。連邦政府及び州政府

のそれぞれの役割が漸く成文化されたのは1991年であり、特別州首相会議（Special 

Premiers’ Conference）において公立高等教育システムを責務分掌領域として規定する取り

決めが合意された。この合意の下、連邦政府は財政及び政策立案に対する主たる責任を担

い、州政府は立法及びガバナンスに対する責任を担うとともに、セクター発展のための広

範な優先事項の決定を行なうこととされた。 

 

1993年以前、連邦政府からの支援は、憲法第96条に規定された「州政府に対する財政支

援」権限に基づく「州政府補助金法（States Grants Acts）」によって実施された。1993年以

降、連邦政府は以下の諸点に基づき各機関に対して直接助成を行っている。 

・ 憲法第 51 条（xxiii A 項）に基づく「学生給付金提供」権限 

・ 憲法第 81 条に基づく「歳出権限（appropriations power）」 

・ 研究関連助成の場合、連邦政府が有する「国家（nationhood）」権限 
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第２節 政府と大学との関係 

オーストラリアの法定高等教育機関は、２機関を除いてすべて州もしくは準州の法律に

よって設置されている。例外はオーストラリア国立大学とオーストラリア海事カレッジで

あり、連邦法において設置されている。各大学のガバナンス体制、アカウンタビリティに

基づく報告義務、その他の義務は、各機関の設置法や、関係する連邦政府・州・準州の法

定権限に適用し得るその他の法律において規定されている。 

 

州（準州）政府は、各管轄内に所在する大学に対して相当程度の統制権を行使している。

法定機関としての公立大学は財政上のアカウンタビリティ枠組みの下に置かれており、そ

の枠組みは当該州（準州）政府のすべての法定機関に適用されており、その大部分が大学

に特有というわけではない。大学はまた、州（準州）政府の各大臣に会計監査報告及び活

動情報を提出するとともに、特別な財務取引もしくは商取引について報告することが義務

付けられている。 

 

大学は一般に、州議会と、特に各州の教育大臣に対して説明責任を負っている。適切な

会計検査官（Auditor-General）によって大学の財務報告の監査が行なわれ、報告書が州議

会に上程される。加えて、オンブズマンといった州組織やその他の専門組織が大学運営の

様々な側面を監視している。 

 

それにもかかわらず、オーストラリアの大学に対する公的な法的枠組み及びアカウンタ

ビリティ枠組みは特異な形態を維持しており、時に連邦政府の政策意図と州政府の規制体

制との間にかなりの対立を生じさせる可能性を残している。 

 

連邦政府と州政府との協議は、「教育雇用訓練青少年問題に関する行政審議会

（MCEETYA）」を通して省レベルで行なわれる。連邦政府及び州（準州）政府の行政担当

者間の協議は、高等教育合同委員会（JCHE）を通して実施される。JCHE は時には議長を

通じて MCEETYA に報告を行なう。連邦政府もまた、合同計画立案委員会（Joint Planning 

Committees）を通して州政府及び準州政府と二者協議を行なっている。 

 

州政府及び準州政府は高等教育の質保証に関して多くの責任を負っており、それには新

大学の認可、オーストラリアにおける外国高等教育機関の活動、非自己認証機関の提供す

る高等教育コースの認証、他の組織が参加する場合の高等教育機関の教育提供体制の監視

などが含まれている。 

 

オーストラリアの各州及び準州は、上節で指摘した問題に対してオーストラリアにおけ

る一貫した基準や水準の担保を意図した「高等教育認可プロセスに関する全国規約
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（National Protocols for Higher Education Approval Processes）」に同意している。 

 

高等教育の質保証に対するオーストラリアの取組みは、各大学が、自らのコースやプロ

グラムを認証する法的権限を有する自己認証機関としての地位を与えられていることを基

盤としている。大学は自らの教育水準や質保証のプロセスに対する主要な責任を負ってい

るのである。自らの責任の下にこうした権限を行使する能力こそ、オーストラリアの大学

として認識されるための基準の一つである。 

 

入学、教育、学習、成績評価（assessment）の諸領域における質は、各大学において学

術問題に対する責任を有する組織、通常は学術評議会（Academic Board）によって監督さ

れている。各大学には、新しいコースの設置申請を評価し、学生による定期的評価を含む

コース・カリキュラムを継続的に監視し評価するプロセスが構築されている。 

 

オーストラリアにおいて「大学」という用語は企業団体名に関する法律や連邦法人法

（Commonwealth Corporations Law）の下に保護されている。また、ある機関が「大学」と

いう名称を使用する前には統一的な基準を適用することですべての州及び準州の間で合意

がなされている。 

 

2000年３月、オーストラリア大学質保証機構（AUQA）が MCEETYA によって設立され

た。AUQA は、オーストラリア高等教育における質保証について監視、監査、報告を行な

う国の独立組織である。理事会（Board of Directors）の指導の下、政府や高等教育セクター

から独立して活動する。AUQA は、方法として各機関による自己評価及び専門家委員会に

よる機関訪問を用い、2002年から各大学を５年サイクルで監査することになっている。こ

うしたアプローチは、組織の成果を達成すべく構築されている機関レベルの質保証プロセ

スに焦点を当てており、国際的評価を得ている。 

 

第３節 高等教育財政 

現行の財政的枠組みは、1988年における高等教育政策と財政体制に対する大規模な改革

の結果導入された。大学における研究及び研究者養成に関わる資金配分の見直しは2000年

に実施され、その結果、同分野には2002年から大幅な変化がもたらされた。 

 

現行の枠組みの主な特徴は以下の通りである。 

・ 教育及び学習のための運営資金は、各高等教育機関の教育及び研究活動を網羅す

る教育プロファイル（Educational Profile）に基づき、規定の学生定員数に対して

一括形式の運営費補助金として大学に配分される。経常費補助金には、教育、資

本、先住民支援助成といった項目も含まれている。 
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・ 資金は、機関が安定的な財政レベルを確保することを可能とする３ヵ年計画（a 

rolling triennium）に基づいて配分され、各機関はそれを基盤に少なくとも３年間

の計画策定を行う。 

・ 主として競争原理に基づく研究助成の配分。 

・ 資本金助成（2001 年には 4,110 万豪ドル） 

・ 基本的に毎年の教育プロファイルの提出によって提示されるアカウンタビリ

ティ枠組み。 

 

教育プロファイルは、連邦政府が高等教育機関に対して設定するアカウンタビリティ枠

組みの中心的要素の一つであり、詳しくは第３章第１節（1）において議論する。 

 

2001年、連邦政府支出は高等教育機関の得た収入の61％を占めており、その内訳は次の

通りである。 

・ 1988 年高等教育財政法（HEFA）に基づく補助金：全収入のほぼ 38％。 

・ HEFA に基づく高等教育費用負担制度（HECS）の総計：全収入の 17.4％。 

・ 2001 年オーストラリア研究審議会法（ARCA）に基づく補助金：全収入の 1.8％。 

・ その他の連邦政府助成金：全収入の 3.7％。 

 

オーストラリアの大学は1983年以降、公的資金への依存を弱め、収入が増加するにした

がって自らの収入源を多様化させてきたものの、公的資金は依然として大学にとっての基

盤であり続けていると言える。連邦財源からの収入の比率には大学間でかなり大きな差異

が見られる。2001年、セントラルクイーンズランド大学は連邦助成から収入のわずか28％

（HECS を含むと44％）を得たにすぎないが、オーストラリア国立大学は連邦助成から62％

（HECS を含むと67％）を受けていた。サンシャインコースト大学にいたっては、連邦助

成と HECS からその資金のほとんど（83％）を受けている（付録資料２の表を参照のこと）。 

 

州（準州）政府の負担率はおよそ1.5～２％を占める。2001年における大学への非政府

収入源には、授業料全額負担の留学生（11％）、授業料全額負担の国内学生（２％）、投資

収入（３％）、コンサルタント料、契約研究、寄付、取引、その他の収入などが含まれて

いる（付録資料２を参照のこと）。 

 

高等教育財政法下における連邦政府財源は大きく、高等教育機関の一般的運営を目的と

したものと、研究及び研究者養成を目的としたものに分類することができる。政府による

1999年白書『知と革新：研究及び研究者養成に関する政策提言』（Knowledge and Innovation: 
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A Policy Statement on Research and Research Training）1は、研究と研究者養成に対する公的

資金配分に関して５つの原則を提示している。それには、同助成金に対する透明性、競争

可能性（contestability）、アカウンタビリティの確保が含まれており、現在この資金配分は

高等教育財政法における一般経常費から完全に切り離されている。 

 

こうした区別は、運営目的の資金が研究支援に寄与するものに使われたり、一部の研究

助成金が学部生にも利益となるような目的（例えば、図書館）にも使われたりすることを

考えれば、やや不自然ではある。 

 

（1）経常費補助金 

現在オーストラリアの大学は、当該機関の教育活動や研究活動について広範に詳述した

教育プロファイルに基づき、規定の学生定員数に対する単一の一括経常費補助金としてそ

の公的資金の大部分（経常運営費及び資本助成）を配分されている。連邦助成の約４分の

３が３ヵ年計画を基盤に配分されており、それによって各機関は機関運営の将来計画に対

する予測可能性が確保できることになる。 

 

こうした一般運営財源は、基本経常費補助金と、公正（equity）、労使改革、研修受入れ

病院助成（teaching hospital grants）、退職金助成、特別資本助成など特別目的のために供給

される広範な他の補助金から構成されている。研究及び研究者養成のための財源は、教育

科学訓練省（DEST）の所管する業績本位の一括助成もしくはオーストラリア研究審議会

（ARC）の所管するピアレビューに基づく競争的資金のいずれかによって配分される。 

 

基本経常費補助金（2002年は45億豪ドル）は、高等教育機関がある特定年度に学生定員

の規定最低数を満たしていることを条件に交付される。「目標」となる学生規模（student 

load）は EFTSU（フルタイム学生相当単位）で規定されており、次の２つの要素から成る。 

・ 連邦補助対象定員数の目標値 

・ 学部段階における連邦補助対象定員数の目標値 

 

大学は、連邦政府の財政体制の下、HECS 対象定員（HECS-liable places）の目標数を満

たさなければならない。大学は、この定員目標数あるいは HECS 免除のリサーチ大学院生

定員に対して授業料を課すことはできないが、それ以外であれば、大学はどのコースが

HECS 対象でどれが授業料負担であるのかについて自ら決定することができる。 

 

大学は1998年以降、上述の「学部段階目標値」を越えて在籍している HECS 対象学部生

                                

1  http://www.dest.gov.au/arcive/highered/whitepaper/default.asp 
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に対し、一人当たり HECS 最低割引率（2002年で2,699豪ドル）2に相当する限界補助金が

支払われている。ある機関が学部段階目標値を満たすことができない場合、連邦政府は同

様に資金配分を減らすことになる。 

 

大学の資金総額は歴史に基づいて決定されている。経常運営費補助金は39校の「公立」

大学と専門的高等教育機関に提供されている。それ以外の２機関（アボンデール・カレッ

ジとマーカスオルダム・カレッジ）はわずかな運営費補助金を受給している。 

 

（2）高等教育費用負担制度（HECS） 

HECS（高等教育費用負担制度）は1989年に開始された。ほとんどの国内学部生は HECS

を通して自らの教育費を負担している。1997年１月１日以前、有資格学生はどのコースを

取るかにかかわらず均一比率で HECS を支払っていた。同日以降、HECS は履修コースに

よって３つの異なるレベルに分けて課されることになった。これらのレベルは、学問領域

ごとの教育提供費用、将来予想される所得能力に基づいている。現行の HECS 分担レベル

は3,521豪ドル、5,015豪ドル、5,870豪ドルの３段階である。 

 

学生は直接大学に HECS を前納して前納料として25％の割引を受けるか、あるいは支払

いを延期するかを選ぶことができる。連邦政府は、各学生の HECS 分担額の延期部分に相

当する額を支払うこと、さらに HECS を前納する学生の受ける割引に相当する額を大学に

支払うことによって学生による支払い延期を埋め合わせている。 

 

HECS の支払いを延期する学生は、収入が返済義務の最低閾値（2001-02会計年度で

23,242豪ドル）に達した段階で、連邦徴税制度を通して借金の返済を開始する。 

 

1998年から、大学は全額補助対象の学部生定員を超えて在籍する HECS 対象の学部生に

対しても助成を受けることができるようになった。支給される額は、当該学生の HECS 分

担額の延期部分（前納による割引後の HECS 最低額）に相当する。 

 

（3）研究活動及び研究人材養成 

大学は、研究と革新のシステムの中で極めて重要な役割を果たしている。大学は、オー

ストラリアにおける未来の研究人材に対する訓練を主導的に提供し、長期的な経済成長及

び社会的一体性にとって不可欠な新しい知の多くを創出している。 

 

高等教育の研究活動と研究人材養成に対する連邦資金のほとんどは、教育科学訓練省を

                                

2  HECS 最低割引率＝0.75×3,521豪ドル。 
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通して拠出されるが、連邦政府は保険老人医療省を通しても相当額の支援を行っている。 

 

大学における研究活動と研究人材養成に関する政策及び財政枠組みの主要な特徴は次の

通りである。 

・ オーストラリア研究審議会（ARC）3：独自の法律によって設置され、独立性が高

い。 

・ 研究人材養成と研究活動に対する業績に基づく資金配分。 

・ 研究活動と研究人材養成に関する管理報告による品質保証枠組み 

 

教育科学訓練省（DEST）所管の研究人材育成支援プログラムは、2002年に６億1,800万

豪ドルに達し、内訳は次の通りである。 

・ 研究人材育成計画（RTS）（５億 1,600 万豪ドル） 

・ オーストラリア大学院奨学金計画（8,500 万豪ドル） 

・ 国際大学院研究奨学金計画（1,700 万豪ドル） 

 

DEST が所管する大学の研究支援プログラムの内訳は以下の通りである。 

・ 機関助成計画（２億 7,100 万ドル） 

・ 研究基盤一括助成金（１億 1,400 万ドル） 

・ 体系的研究基盤計画（2002 年から５年間で２億 4,600 万ドル） 

・ その他の小規模プログラム 

 

オーストラリア研究審議会（ARC）が所管する個人及び研究者チーム対象の支援プログ

ラムは４億2,800万ドルに達し、内訳は次の通りである。 

・ 全国競争的研究助成プログラム。同プログラムは、次の２つから構成される。 

 －基盤研究や基礎調査を支援する「発見助成金（Discovery Grants）」 

 －他の大学・研究機関・産業との共同研究を支援する「連携助成金（Linkage grants）」 

 

2001年、革新に関する提言「オーストラリア能力向上計画（BAA）」において、５年間で

15億豪ドルに及ぶ直接資金の大規模投資が実施されることが明らかにされた。ARC の競争

的研究助成のための財源は5年間で倍増されて７億3,600万ドルとなり、大学における研究

基盤資金は５億8,300万ドル増額されることになる。さらに、共同研究センタープログラム

に対する助成の引き上げ（５年間で２億2,700万ドル）や商業化支援のための萌芽基金設置

（５年間で7,900万ドル）に関する決定がなされており、大学も利益を得ることが期待され

る。 

                                

3  http://www.arc.gov.au 
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（4）授業料及び貸付金 

国内の学部生は、HECS の義務対象となるかもしくは授業料を支払うことになる。その

大多数は HECS の義務対象となっている。大学は1998年以降、学部教育レベルのコースに

おいても、授業料負担の対象となる国内学生の数が、国内学生に割り当てられた総定員数

の25％を越えないことを条件に、国内学生から前納による授業料の支払いを請求すること

ができるようになった。しかし、2001年の段階で国内学生に対して学部レベルの授業料負

担定員を提供したのはわずか16大学だけであった。 

 

国内リサーチ大学院生は通常、研究人材育成計画（RTS）の下で HECS を免除されてい

るが、それ以外の場合は授業料を支払うことになる。一方、国内コースワーク大学院生は、

HECS の義務対象であるかもしくは授業料を負担している。大学は1994年以降、HECS 対

象でない国内大学院生から前納による授業料の徴収が可能になっている。しかし、看護、

教員養成、仮登録医師の基礎資格取得につながるコースは HECS 対象を条件に提供されな

ければならない。HECS 対象学生数と授業料負担学生数のバランスは1996年以降変化して

きている（付録資料３を参照のこと）。 

 

コースワーク大学院生は2002年１月から、前納授業料の支払いを目的とする実質無利子

の貸付金を受けられるようになった。この貸付金は大学院教育貸与計画（PELS）によって

支給される。貸付金は HECS と同様、収入に即して返済していくことが可能である。PELS

によって生じる債務は既存の HECS 債務に上乗せされ、その合計額が単一の債務と見なさ

れる。 

 

上記コースに在籍中の学生と入学生はいずれも、コース在籍中は各セメスターに大学の

設定する授業料の上限まで借り入れることができる。しかし、貸付金では住居費や生活費

は賄われない。PELS は現在のところ、公的助成を受けている大学及びそれ以外の４つの私

立機関に在籍する非リサーチ大学院生のみ利用可能である。 

 

第４節 機関ガバナンス 

前述の通り、各公立大学は所在する州もしくは準州において権能付与法によって法定機

関として設置されており、そこにはほとんどの場合、当該大学の目的が明記されている。

大学ガバナンスの仕組みをめぐる諸問題は主に大学及び州（準州）政府の責任である。 

 

大学のガバナンス及びマネジメントに対する責任は、一般にカウンシルやセネトといっ

た運営組織に付与されており、同組織は権限の一部を委譲していることもある。大学の行

政運営の責任は最高経営責任者として機能することの多い学長（Vice-Chancellor）にある。 
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大学の運営組織は、平均21名（15-35名）で、選出メンバー、公式メンバー、任命メン

バーから構成されている。ほとんどの場合、運営組織には、総長（Chancellor）、学長、そ

の他１-２人の公式メンバー、教員及び職員から選出された代表、学生から選出された代

表、主務大臣もしくは副総督職によって任命された複数メンバーが含まれている。任命メ

ンバーは政界、産業界あるいは地域社会から選ばれることが多く、議会あるいは運営組織

による任命の場合もある。 

 

大学運営組織の構造や役割の改革は、執行権を学長室に集中させようとする一般的動向

を背景に実施された。執行権の増大は一般的な運営機能の拡大を促すものであった。ほと

んどの機関で上級管理職の規模が拡大し、研究、教育・学務、国際関係、財源といった各

領域に対して特別の責任を有する学長代理職（ Deputy Vice-Chancellor and Pro 

Vice-Chancellor）が創設された。多くの大学において学術評議会が合理化され、戦略計画

の取組みを積極的に推進している。こうした展開は古い大学ヒエラルキーの回避につなが

りつつある。 

 

ガバナンスとマネジメントの体制は、過去10年における大学運営環境の変化に必ずしも

応えてきたわけではない。高等教育におけるいくつかの変化、すなわち高等教育供給の拡

大、収入源の多様化、商業活動の急成長、コンサルタント業の拡大と研究活動の商業化、

大学教育の海外輸出、情報・通信技術のインパクト等は大規模なものであった。 

 

優れたガバナンスは大学が適切かつ効果的に機能する上で必要不可欠である。高等教育

セクターに対して相当額の公共投資がなされていることを考えれば、大学の運営組織が適

切に構造化され、任務を担い、今後10年以上にわたって大学を主導していくのに必要な技

能と特性を備えた構成員を有するようにすることに対して、政府と一般社会が関心を向け

ることは正当なことである。 

 

大学のガバナンスとマネジメントに関するレビューが1995年に実施された。デイビッ

ド・ホア（David Hoare）による『高等教育マネジメントの再検討』（Hoare Review）は、大

学ガバナンス体制の欠点を指摘し、運営組織の役割の明確化と、運営組織の規模・構成・

構成員の任命方法の改革について提言を行なった。 

 

ホア・レビュー以降７年かけて、州（準州）政府は大学との協力によって改革を実効な

らしめたものの、いまだ改善には実質的な余地が残されている。アデレード大学が2002年

高等教育レビュー（Higher Education Review 2002）に対して提出した意見書には、現行の

ガバナンスとマネジメントの体制における以下のような４つの機能不全が指摘されてい

る。 
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・ 多くの場合、特定利益集団と関係した運営組織内分裂による弱体化 

・ 運営組織と上級管理職との関係の困難さ 

・ 運営組織が変化に対して迅速に断固たる対応ができていないこと 

・ 運営組織が、監視及び公的なアカウンタビリティの役割を果たすべく、大学の活

動、とりわけ大学管理下の事業体の活動について適切に情報提供を受けることに

失敗していること 

 

しかし、なかには最高の実践（best practice initiatives）を主導的に推進し、運営委員会、

その構成員、運営執行部の役割と責任を明確化している大学も存在している。 

 

大学のガバナンスとマネジメントに関する現在の高等教育政策レビューでは、特定の諸

課題が取り上げられている。それには以下の点が含まれている。 

・ ビジネスや革新の機会に対する大学の投資能力を抑制している連邦政府及び州

（準州）政府の規制体制について 

・ 報告義務に伴う大学の負担について、そして公的なアカウンタビリティを担保し

ながらも官僚的形式主義を減らす方法について 

・ 多くの委員会、カウンシル、セネト等の非効率な構造、及びその役割と義務の明

確性の欠如について 

・ 労働争議関連について、特に高等教育セクターの労使交渉に関する中央による意

思決定で模範的交渉の手法を創出する上で、全国高等教育職員組合（National 

Tertiary Education Union）が全国レベルで担う「門番」的役割について 

・ 大学が、多様な雇用形態を決定する上で柔軟性を高め、業績管理への焦点化を強

める必要性について 

 

第５節 資産の所有権 

オーストラリアの公立大学は多額の資産を所有している。2001年末の時点で、高等教育

セクターは200億豪ドル以上の純資産を有していた。推定140億豪ドルとされる土地建物と

推定30億豪ドルの生産設備を含む総資産は260億豪ドルを越えていた。図書資産は20億豪ド

ル、総資産の８％と推定されている。しかしここで最も重要なのは、公立セクターが総資

産の18％、つまり純資産の23％にあたる47億豪ドル（2000年では44億豪ドル）と推定され

る現金及び投資金を所有していたことである。これは、同セクターの借入金５億9,100万豪

ドルの８倍以上に相当する（2000年の場合セクターの借入金４億2,600万豪ドルの10倍に相

当）。 

 

驚くことに大学は、より高レベルの資金調達に依存したり、手元資金を減らしたりする

ことなく資本資産に多額の投資を行なってきた。過去５年間で、大学による純資産への投
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資は総額47億豪ドルに達する。これは、現金及び投資金が11億豪ドル増加したこと、また

借入金がちょうど３億豪ドル増加したことが背景となっている。 

 

各大学の資産基盤はセクター内で極めて多様である。最も歴史のある大学のうち２大学

は2001年末にそれぞれ20億豪ドル以上の純資産を所有していたのに対し、他の３大学では

10億豪ドル以上であった。より小規模で新しい大学の純資産は相対的に少なく、12機関の

純資産は２億豪ドル以下であった。 

 

土地建物を中心とする固定資産は、その取得が個人による寄付、政府助成金、投資によ

る収益によるかどうかに関係なく、特別に債務を負っていない限りは大学に帰属する。一

般的に大学は、法の下で提供された土地や、自由市場で購入し、あるいは遺言や委託とい

う条件で受領した土地、建物、その他の固定資産を所有している。大学はまた、関係政府

の認可を得て官有地も保有している。法律下で提供された官有地や土地は所管の州大臣の

規制下にあり、その処分には大臣からの許可が必要となる。 

 

公立大学は、活動収益をその公共的な設立目的に向けるべきであるが、商業的な諸活動

にも従事することが可能であり、現にそうしている。州あるいは準州における法的枠組み

（各大学設置法）によって商業的活動に取り組む各大学の権限が規定されている。 

 

商業化を推進する大学の権限と制約に関してフィリップス・フォックス法律事務所

（Phillip Fox）4の実施した研究では、オーストラリア諸大学の商業活動が一般に「大学の

目的」、つまり大学の目標や関心の促進に制限されていたり、あるいは大学機能の遂行に関

連付けられていたりするということが明らかにされている。こうした制限は、企業の設立、

借入金や投資、土地（特に官有地）の取得・利用・売却に適用されている。 

http://www.dest.gov.au/highered/eippubs/eip01_19/reg_environ.pdf 

大学は知的財産（大学スタッフが産出するものを含む）の所有者として、一般法によっ

て商業目的のためにその財産を活用する権利が与えられている。 

 

大学は近年、投資計画を展開するために財政状況の洗練化に取りかかり始めてもいる。

大学は「リアルオプション」を利用して第三者パートナーと共にプロジェクトを展開し、

プロジェクトは大学による財源保証のない「簿外取引（off-balance-sheet）」としている。

固定資産全体との関連で見ると未だ大きくはないものの、スペースや設備の所有よりも賃

貸を進める動きが顕著になりつつある。 

 

                                

4  http://www.dest.gov.au/highered/eippubs/eip01_19/reg_environ.pdf 
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第６節 人材配置 

オーストラリアの大学は、効果的な教育・研究を推進する環境を構築すべく、スタッフ

の雇用や適切な職場関係の交渉に対して責任を負っている。平均で大学経常費の約60％が

給与や給与関連経費に当てられている。その比率は場合によってさらに高くなることもあ

る。 

 

高等教育機関は2001年、「フルタイム換算」で約83,800人のスタッフ（FTE）を雇用した。 

・ この FTE のうちほぼ 61,700 人分（74％）は終身のフルタイムスタッフであった。 

・ この FTE のうちほぼ 8,900 人分（12％）は、16,000 人の終身のパートタイムス

タッフから構成されていた。 

・ 残りの13,100人分の FTEは、一年を通じて様々な時期に雇用される非常勤スタッ

フであった。 

 

過去10年間でスタッフの総数はフルタイム換算（FTE）で7,800人（10％）増加している。

終身のフルタイムスタッフ数は、1999年に61,200人に減少するまで、1992年から1996年の

間に3,400人（5.5％）増加し、FTE は65,250人となった。それ以降、スタッフの数は、2001年

には FTE が61,700人へとわずかに増加したものの、1992年より100人少ない。一方、終身

のパートタイム及び非常勤スタッフは安定した増加をみせている（付録資料４を参照のこ

と）。 

 

非学術職に分類される職員のほうがより多い（FTE の55％）。男性スタッフは全スタッ

フの半数をわずかに超えているが（FTE の50.3％）、その内の56％は教員である。また女

性スタッフのわずか31％が教員にすぎない。 

 

大学は1993年以前、同セクターにおける実際の給与増額に対して連邦政府から給与補填

を受けており、その給与以外の要素は高等教育関連の財の値動きに応じて指数化された。

1994年以降、大学スタッフの給与（教職員ともに）は労働交渉プロセスを通して決定され

るようになり、そこでは給与の増額が生産性に関係づけられることになった。オーストラ

リア労使交渉委員会の設定する物価スライド制のセーフティ・ネット調整（Safety Net 

Adjustment）を超える給与増は、より高い生産性によって相殺される必要がある。 

 

歴代政府は1993年以降、事業体レベルにおける交渉強化に努めてきた。大学セクターは、

全国レベルの賃金交渉の範囲内で各大学における交渉を妥結させ続けている。1993年以降、

賃金交渉が３回実施されている。 

 

政府は、1999年に行なわれた３回目の賃金交渉において、効率性の向上を達成する各機
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関のニーズを反映した取組みを促し、各大学とそのスタッフとの直接的な関係を強化する

よう試みた。この実現に向けて、連邦政府は2000年１月から３年間にわたり、最高２億

5,900万豪ドルを提供する労使改革プログラム（WRP）を導入した。その追加資金は、大

学スタッフに対する２％の給与増に相当し、交渉過程、業績管理、コスト削減、自由裁量

収入の創出、生産性測定、柔軟な労働条件といった項目を含む14の基準のうち少なくとも

９つを満たすことが条件とされた。 

 

同プログラムはわずかな成功を見たに過ぎず、その労使交渉の成果は依然セクター全体

で均一である。全国高等教育職員組合（NTEU）は、組合員が大学教職員の３分の１に満

たないにもかかわらず、労使交渉の効果的な門番として活動し続けている。2001年、

83,800人の教職員のうちわずか26,000人のみが NTEU メンバーであった。 
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第２章 現行政策の背景 

 

連邦政府の高等教育政策は、持続的な全国展開、進学者アクセスの促進、複数の財政メ

カニズム、特定優先事項に対しての目標に基づく支援を背景に立案されてきた。 

 

2002年４月、連邦教育科学訓練大臣は、高等教育政策のレビュー「岐路に立つ高等教育」

を公表した。この高等教育レビュー（以下、『レビュー』）では、大学に対する政府の管理・

資金配分・支援の方法に関する広範な政策選択について徹底的に議論がなされることにな

る。『レビュー』の諸課題は多岐にわたるが、そこには多様性や専門分化の高まり、卓越性

の集中化、地方大学の役割と焦点の強化、財政が含まれている。一連の討議文書5が『レ

ビュー』の一環として提示されており、「大学のガバナンスとマネジメント」「質」「地方の

取組み」「財政」といった課題に関する議論を刺激するものであった。 

 

教育科学訓練大臣は、広範な公共の場における議論を経て、2003-04年度連邦政府予算に

おける考察に資するべく、2002年末までに政府に意見書を提出することになる。本節及び

次節では、『レビュー』によって検討されている関連する政策上の選択肢について述べる。

本文の大部分は政策文書及び討議文書から引用されたものである。 

 

第１節 国家及び地域経済における高等教育 

2001年、高等教育セクターは100億豪ドル以上の収益を創出するとともに、200億豪ドル

以上の純資産を所有しており、そのほぼ４分の１（47億豪ドル）が現金及び流動的投資で

占められていた。2000年のビジネス・高等教育ラウンドテーブル（Business/Higher Education 

Round Table）による委託研究は、高等教育がオーストラリア経済に毎年106億豪ドル、GDP

の約２％相当の貢献をしており、総合的には220億豪ドル以上規模の経済効果を与えている

と報告している。高等教育セクターはまた、留学生からの授業料収入によって11億豪ドル

以上を集める輸出の稼ぎ頭でもある。 

 

オーストラリアの大学は約83,800人を雇用し、スタッフの人件費、賃金外支出、純資本

経費を通して年間約87億豪ドルの経済貢献をしている。さらに、学生が教育及びその関連

活動において17億9000万豪ドルを消費する一方、大学スタッフがコンサルタント業収入を

通じてさらに7,050万豪ドルを補足している。先の研究では、オーストラリアの大学が研究

収入において年間11億8,000万豪ドル以上を取得し、これがオーストラリアの産業に約22億

3,000万豪ドルもの波及効果をもたらしていると推測されている。 

 

                                

5  http://www.dest.gov.au/crossroads/ 
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連邦政府は、高等教育セクターに対して64億豪ドル、予算支出の3.8％を提供している。

さらに重要な指標となるのはおそらく、高等教育への政府投資からの収益であろう。2000年

に行なわれた調査6によれば、高等教育投資から得られたオーストラリア政府の平均収益率

は約11％であった。これは、政府による高等教育支出のレベルを、卒業生の高所得から発

生する税金から得られた歳入と比較したバランスシート・アプローチを用いて算出されて

いる。より最近の調査（2002年）によると、1999年の高等教育進学者コーホートにおける

期待収益率は年間10.9％であった。明らかに、大学は所在する地域に対して重要な経済貢

献を行なっている。例えば、ニューカッスル大学の事例では、地域経済圏に創出される収

入に対する相乗効果は１ドルあたり６-８豪ドルであることが明らかにされている。 

 

連邦政府による高等教育投資には経済的収益が見込めるにもかかわらず、競合する公的

支出に対して需要が高まるにつれ、政府支出全体における高等教育費の立場は不安定に

なっている。社会的経費が GDP 比で増大することが見込まれる。主要な増大源になると思

われるのは、医療コストの増大やオーストラリア社会の高齢化に起因する医療費支出であ

る。その結果、高等教育は資金獲得のために競争を余儀なくされることになる。おそらく

高等教育の公的財政は引き続き厳しい財政的制約に直面し、追加資金は公的負担だけでな

く私的負担も必要としなければならなくなる。 

 

第２節 経済社会発展における現在及び将来の役割 

政府は、高等教育を人間や社会の可能性を実現し、知識を向上させ、社会的経済的進歩

に貢献するものと見なしている。オーストラリア高等教育の主要な目的は以下の通りであ

る。 

・ 個人が自らの能力を最大限の可能性まで発達させることを促し可能にすること 

・ 個人が生涯にわたって学習することを可能にすること（個人の成長と達成、労働

力への効果的参画、社会に対する建設的貢献のため） 

・ 知識や理解を向上させること 

・ 経済及び社会のために知識及び理解の応用を支援すること 

・ 個人が、地方、地域、全国レベルで順応性のある知識基盤経済のニーズに応じて、

順応し学習することを可能にすること 

・ 民主的な市民社会に貢献し、寛容さやそれを支持する議論を促すこと 

http://www.ecom.unimelb.edu.au/iaesrwww/mipub/mied2.pdf 

 政府の高等教育政策における包括的な目標は以下の通りである。 

・ 機会を拡大すること 

・ 質を保証すること 

                                

6  http://www.ecom.unimelb.edu.au/iaesrwww/mipub/mied2.pdf 
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・ 多様な学生のニーズや産業の需要に対する大学の対応力を向上させること 

・ 国家的革新に対し、知識基盤でかつ大学による貢献を促すこと 

・ 公的財源の費用効率の高い活用について公的なアカウンタビリティを担保する

こと 

 

高等教育は、グローバル経済におけるオーストラリアの立場を確たるものにする上で重

要な役割を果たすと見なされている。政府によれば、多様な高等教育システムは、オース

トラリアがグローバルな知識基盤経済や国際的な高等教育市場において競争上の優位性を

最大化するのに役立つものである。近年、オーストラリアでは多くの「世界クラス」の大

学を発展させることが要請されつつある。公的支出をめぐって高等教育がその他の強力な

需要と競争せざるを得ない環境において、連邦政府はグローバル市場における卓越性を目

指すオーストラリアへの理解は伝えるのは難しくも重要な概念であると考えている。 

 

政府は、大学が多様性、専門化、地域への取組みを通して国の経済社会的な目標の達成

に貢献し得ると信じている。大学は現在、地方に位置づく多くの地域社会において重要な

存在である。地域連携は、高等教育機関が地域社会の社会・経済・文化の発展に貢献する

のに役立ち得るものである。例えば、地域社会サービスにおける特色ある連携は、高等教

育機関が、広範な全国や地域、さらに社会や文化における課題に貢献する効果的な機会を

提供している。 

 

第３節 中心的な財政政策課題 

過去10年間、高等教育セクターが真に生産性向上を実現するよう求める圧力が高まりつ

つある。概して、オーストラリアの大学への公的資金レベルは長年、主要な問題点となっ

ており、この問題は『レビュー』への意見書の大半で取り上げられている。歴代政府によっ

て、大学はその資金源を多元化し増大させるよう促され、そのための自由も与えられてい

る。外国人学部生、国内及び海外からの大学院生の価格協定の規制緩和や、国内学部生に

対する授業料請求の制限緩和がなされてきた。学部学生の定員外入学に対しては資金が最

低限しか供与されていない。また、研究の商業化、コンサルタント業、その他の財源によ

る非政府収入の獲得が奨励されインセンティブが与えられている。 

 

しかし、オーストラリアの高等教育機関の教育・学習活動に資金提供を行う現行モデル

に対して不満が広がっている。現行の経常費アプローチは、資金が「万能サイズ」モデル

（”one-size-fits-all” model）に従って分配されていることを意味する。各機関がステーク

ホルダーのニーズに感応的でいられるように、コース提供を多様化あるいは専門化したり、

地域社会と協働したり仕向ける実質的なインセンティブは存在していない。 
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また、過剰在籍に対する現行の資金配分は問題を孕んでいる。必ずしもすべての大学が

柔軟性を生かして責任ある行動をしているわけではない。ある大学では、満たされていな

い需要に対処しようと、効率的な業務遂行能力を越えて大量に入学者を受け入れてしまっ

ている。別の大学では、限界助成（marginal funding）を短期的な収入源として扱っており、

潜在的に財政圧力を悪化させる限界資金に過剰に依存する危険性がある。 

 

こうした「万能サイズ」モデルでは多様化の著しい大学の役割や環境が考慮されていな

い。大学のなかには、マネジメントによっては統制し得ないような本質的比較劣位の条件

下で運営している大学もある。 

 

『レビュー』は、オーストラリアが追求する高等教育について考え、方針の枠組みを提

示している。11の方針のうち２つは財政政策の諸課題を直接的に扱ったものである。オー

ストラリアが必要としているのは、費用効率が高く公的に説明責任を果たしている機関か

ら構成される持続可能な高等教育システムである。大学の費用対効果は、大学に提供され

る財源を効率的に活用し意図された結果を達成することに関係している。こうした目標に

基づいて導かれる課題は、大学のような複雑な組織においては重要であり、資本開発、商

業化の取組み、機関内で提供される科目数やユニット数といった幅広い活動に適用される。 

 

大学には、公的な説明責任に基づいて、提供された財源を適切に管理することが求めら

れる。高等教育機関は、多額の公的資金と私的投資の受領者として各ステークホルダーに

対して説明責任を有している。大学の方針や活動は透明性を有し、分析に開かれているこ

とが必要である。 

 

現行の「万能サイズ」モデルは、卓越性、多様性、学生選択に制限を加えるものとして

厳しい批判に晒されている。『レビュー』の過程で、４つの新しい一般的モデル7が検討材

料として提示された。 

http://www.dest.gov.au/crossroads/pubs/setting_firm_foundations/settingfirmfoundations.pdf 

これらすべてのモデルにおいて、学生は収入条件付きの貸付金を利用することになる。 

・ 専門分野に基づくモデル（現行モデルの変種） 

・ 授業料の規制緩和 

・ 定型的な学習資格（learning entitlements） 

・ 多様な学習資格 

 

研究費の資金配分もまた再検討の対象となっている。公的資金を受けて実施される研究

                                

7  http://www.dest.gov.au/crossroads/pubs/setting_firm_foundations/settingfirmfoundations.pdf 
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の多くが大学外部で行われており、経済的かつ戦略的な理由から、公的資金による研究に

対して全国共通のアプローチを採ることは妥当なことである。 

 

オーストラリア高等教育における研究政策の枠組みは1999年に全面的な検討の対象と

なった。その結果、2001年に高等教育レベルの研究プログラムに対して大幅な改革が導入

された。『レビュー』に対する意見の中には、今次の改革プロセスの結果の定着を図り、適

切に評価する時間が必要であるとするものがある。その他、公的資金を受けた研究成果を

最大化するのにさらなる改革が必要であるとも主張されている。改革の提案は、必要性に

基づく３つの領域に焦点が置かれている。 

・ 研究に対する資金提供レベルの引上げ 

・ オーストラリアで公的資金を受けるすべての研究組織を通じて一貫性、調和、連

携の向上を図るあり方の模索 

・ 公的研究資金の配分方法の改革 
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第３章 政策手段の内容 

 

連邦政府は、大学への資金提供から一定の成果、すなわち、利益を受けるすべての者が

都合のよい方法と時間に参加し、利用者の選択が拡大され、国家的革新への貢献が強まり、

組織的な柔軟性を通して感応性と多様性が実現することを期待している。 

 

オーストラリア政府のような政策統制を行なう中央政府を有している連邦制はほとんど

ない。多くの国々のように、こうした統制を「緩衝」機関が仲介するわけではない。連邦

政府の重要な役割は、1974年に州政府が高等教育財政に対する全責任を譲渡したことに由

来している。第２章で記したように、連邦政府の高等教育に対する政策手段は現在、検討

の対象となっており、本章で論じられる特定の手段は2003年に大幅に変更されることにな

るかもしれない。 

 

第１節 法的要件及びその他の要件 

大学に多額の公的資金が提供されていることを考えれば、大学が規制を受け、公的なア

カウンタビリティのためにモニターされることはまったく妥当なことである。アカウンタ

ビリティの枠組みは、大学が次の主要なアカウンタビリティの諸要件を満たしていること

を連邦政府に対して保証しようとするものである。 

・ オーストラリアの学生に対する高等教育提供が少なくとも最低限のレベルで満

たされていること 

・ 資金を慎重に使って連邦政府の求める成果を効果的に提供すること 

・ 質の保証 

・ 大学運営や意思決定が真摯になされていること、特に地域全体の学生に対する公

平で透明性のある進学機会の提供、大学の研究活動と商業ベンチャー、戦略的意

思決定が真摯に実施されること 

 

高等教育機関を対象とした連邦政府のアカウンタビリティ枠組みにおける主要な要素の

一つは「教育プロファイル」である。 

 

（1）教育プロファイル 

教育プロファイルは、大学活動に関して記述したものであり、連邦大臣の認可した様式

によって大学から提出される。毎年のプロファイル過程は高等教育資金法（HEFA）にお

いて定められている。連邦政府はこれによって、高等教育セクターの財政的健全性や各機

関が補助金の条件に従って連邦政府資金を使用していることを確信することができる。大

臣は、各大学の教育プロファイルに基づいて経常費補助金を決定することになる。 
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大学は、プロファイルの交渉プロセスにおいて、公的なアカウンタビリティのために一

連の報告書や計画を連邦政府に提供するよう求められる。大学は学生規模データ（student 

load data）も提供し、これによって、歴史的背景（historical input）に基づく資金提供モデ

ルと合わせ、大学の経常費補助金レベルが決定される。各大学との年次プロファイル会議

は、連邦政府と大学にとって、こうした文書資料の検討に加え、現出しつつある問題につ

いても議論する機会となる。 

 

高等教育資金法（HEFA）にしたがって、大臣は各高等教育機関との協議の後、教育プ

ロファイルの承認を決定する。2002年の文書・データの要求内容は以下の通りである。 

・ 戦略計画 

・ 研究及び研究者養成に関するマネジメント計画 

・ 資源管理 

・ 成果及び実績 

・ 質保証・改善計画 

・ 機会均等計画 

・ 先住民教育戦略 

 

2002年の教育プロファイル会議における文書・データの提出項目は付録資料５を参照さ

れたい。また、プロファイル過程を表したチャートは付録資料６に添付されている。同

チャートは、プロファイル過程を構成する、大臣、DEST、大学、州・準州政府（合同計画

委員会）の多様な相互連関を表している。 

 

（2）監査済み財務諸表 

オーストラリアの大学はすべて、暦年に基づいて運営されており、財務諸表もそれに基

づいて作成される。HEFA において、大学は翌年６月30日までに、財務諸表に有資格会計

監査官による財務報告書を添えて大臣に提供することが義務付けられている。 

 

大学の財務諸表は、DEST が準備したオーストラリア会計基準及び財務報告ガイドライ

ンに従って作成される。年度財務諸表の作成ガイドラインは毎年大学に配布される。ガイ

ドラインは、総長及び（または）学長に対し、連邦政府による財政拠出が HEFA において

設定された目的のために使用されていることを公式に保証することを義務付けている。ま

たこれによって、当該の州及び準州の会計監査官（Auditor-General）が、補助金拠出のた

めに連邦政府が求めるデータを大学の財務諸表の一部として精査・保証することが可能と

なる。 

 

会計監査官（連邦・州・準州）は、管轄内に所在する大学の年度財務諸表の監査を行う。
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監査後の財務諸表は、各大学の財務実績の監視、統計的情報の提供、連邦政府の補助金拠

出（すなわち、HEFA にしたがって、経常費補助金以外に特定目的のために拠出される補

助金）のために利用される。 

 

連邦政府による財務報告の要請項目は、主として州・準州側のそれと異なるため、大学

との間で特に論点となっており、現在の『レビュー』においても提起されることになって

いる。 

 

（3）教職員・学生に関する統計データの提供 

HEFA の規定によって、連邦大臣は大学に対して教職員、学生、ユニット及びコース、

収支、研究活動に関する統計データの提供を求めることができる。データは DEST がオー

ストラリア統計局の協力を得て収集・刊行し、連邦政府によってアカウンタビリティ、プ

ログラム運営、公共政策の立案を目的に要請される。また、教職員と学生に関する統計デー

タは、『高等教育機関の特徴と業績指標』8の一部として公開されている。 

 

『レビュー』に対する多くの意見書では、連邦政府の報告要請に関して大学が担う負担

が強調された。連邦政府は、現行の政策環境にふさわしいアカウンタビリティの担保と両

立し、規制に関わる負担やアカウンタビリティ要件を最小限に抑える必要性を認めている。 

 

（4）留学生へのサービス提供機関に対する要件 

留学生に教育サービスを提供している機関（公私共に）に求められる要請事項は、「2000年

留学生教育サービス法（ESOS）」に示されている。ESOS 法及び関連法の目的は、学生ビザ

で来豪する人々の利益を保護することにある。大学及び他の自己認証高等教育機関は、

ESOS 法のいくつかの規定を免除されている。 

 

（5）オーストラリア大学質保証機構（AUQA） 

AUQA の中心的活動には、オーストラリアの大学や他の自己認証機関の活動に対する質

保証の取組みに関する定期的監査のシステム運営や、そうした取組みの監視、検討、分析、

公的報告書の刊行が含まれている。AUQA は、教育や学習の質や研究の質よりも質保証の

プロセスに焦点をあてている。AUQA はオーストラリアの大学に対するアカウンタビリ

ティ枠組みの一部を形成している。 

 

『レビュー』への意見書の中には、AUQA 設置が連邦政府のいくつかの要請事項を撤廃

する機会となると指摘するものがある。AUQA 自身、その活動が他機関の活動と重複する

                                

8  http://www.dest.gov.au/highered/statpubs.htm 
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可能性があると主張している。AUQA の活動の役割とその範囲は、アカウンタビリティ要

件を合理化し、官僚的形式主義を最小限に抑えるあらゆる取組みにおいて考慮される必要

があるだろう。 

 

第２節 方向づけアプローチ、権限委譲アプローチ 

歴代政府は10年以上にわたって、大学に対して自律性と柔軟性をより多く与えることを

目的とした施策を導入する一方、全体の管理やマネジメントに対して責任を持つよう求め

てきた。財源に関する意思決定の責任は、過去10年間で完全に大学が握るようになってい

る。 

 

1989年度予算において単線的な経常費補助金が導入され、大学は、広範な目的に沿う形

で自らの財源の有効活用について決定する柔軟性が与えられた。1990年には、経常費補助

金全体が大学の多様な専門分野構成を反映できるように、大学への資金提供を調整するた

めの基盤となる相対的資金配分モデル（Relative Funding Model）が開発された。この相対

的資金配分モデルにおいては、異なる専門分野に対するコスト面の差異が認識されている。 

 

1994年以降、高等教育における資本補助の大部分は、機関レベルの経常費補助金の中に

組み込まれるようになった（すなわち「資本組入れ要素」）。それ以前、連邦政府は、諸計

画や予算を厳密に精査した上で、プロジェクト単位で資本プロジェクトに対する資金提供

を行っていた。資本補助の経常費補助金への組入れは、連邦政府が大学の資本プロジェク

トの管理運営に密接にこれ以上関与しないこと、資本管理の意思決定に対する責任が基本

的に機関自身にあることを意味している。連邦政府からの補助金支出に対するアカウンタ

ビリティを果たすため、機関はプロファイル文書作成の一部として資本管理計画を作成す

ることが要請されている。 

 

先述のように、連邦政府は大学の機関自治を推奨し続けており、ほとんどの場合連邦政

府が求めるアカウンタビリティ要件は教育プロファイルの過程を通じて満たされる。 

 

第３節 先行的アプローチ、予防的アプローチ、反応的アプローチ 

連邦政府は、大学にとって主要な資金源であり、機関の財政的健全性の査定において先

行的であることが必要である。現在、連邦政府は法令遵守と実績査定を組み込んだ明確な

財政モニタリングの枠組みを適用している。財務実績のモニタリングには、過去の財務実

績及び３ヵ年財政予測の分析、高等教育セクターのベンチマークへの指摘9が含まれる。 

 

                                

9  http://www.dest.gov.au/archive/highered/otherpub/bench.pdf 
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近年の経験によれば、財政モニタリングはそれ自身潜在的な問題の予測には不十分であ

り、実際の失敗や潜在的な失敗の原因究明にはあまり役立たないことがわかっている。原

因のいくつかは、リーダーシップとマネジメント、ガバナンス、需要と供給要因、構造的

なコスト能力不足であることが明らかにされている。 

 

現在、これまでの経験と現在の『レビュー』を考慮しながら、機関パフォーマンスの監

視枠組みを組み込んだアカウンタビリティ枠組みが開発されつつある。同枠組みには、資

源（スタッフや資産を含む）マネジメント、リーダーシップ及びガバナンス、需要と供給、

質が含まれることになる。アカウンタビリティ枠組みの他の二つの側面は、法令遵守の義

務と有効性（成果）となろう。 

 

DEST はすでに、全大学の多くの領域にわたって一連の指標を刊行しており10、いかなる

新しい枠組みにおいても既存の情報ベースが利用されることになろう。 

・ 学生：在籍、進学率、修了者、学習形態、機会拡大対象集団、人口統計、コース

経験、卒後進路、卒業時一般技能 

・ 教職員：数、レベル、年齢、機会拡大対象集団、学生・教職員比率 

・ 研究：研究収入、出版物、高等学位修了者 

・ 財政－収入、EFTSU 単位収入、利益率、流動比率、純資産、非政府収入比率 

 

第４節 優れた実践ガイダンスの開発と推進 

連邦政府は、DEST の所掌するプログラムを通して、高等教育政策に関連する多くの領

域で優れた実践の開発と推進を目的とした資金提供及び支援を行っている。 

 

「再構築・合理化プログラム（R&R）」は1998年から2001年にかけて実施された。同プロ

グラムの目的は、大学に対して、長期的な効率をもたらす大規模な合理化や再構築に要す

るコストを支援し、それによって高等教育セクターの効率性を増大させ環境変化や競争的

機会に対する各機関の対応能力を高めることであった。同プログラムは、大規模な再構築

に対して自らの財源から資金拠出できない機関を支援するために計画されたものであった。 

 

「評価・調査プログラム（EIP）」は、実績を評価し、オーストラリアの高等教育政策に

とって国家的重要性を有する諸問題について調査を行う調査・研究プロジェクトに対して

資金提供を行っている。EIP プロジェクトは、研究者、高等教育機関、連邦政府に共通の

関心領域における共同事業である。 

 

                                

10  http://www.dest.gov.au/highered/statpubs.htm 
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過去３年間、高等教育における優れた実践を推進すべく、様々な調査・研究プロジェク

トが EIP の下で行なわれた。それは以下の通りである。 

・ 図書館及び情報技術活動に対する活動基盤の原価計算 

・ オーストラリア高等教育セクターを対象とした原価計算方法の開発研究（Ernest 

& Young） 

・ ベンチマーキング：オーストラリアの大学向けのマニュアル（McKinnon, Walker & 

Davis） 

・ 二大学間共同サービス体制の実施から利益を得る可能性を最大化し得るプロセ

スを明らかにするための共有サービスの取組み（Deloitte Touche Tohmatsu） 

・ オーストラリアの大学における戦略的計画（Anderson, Johnson & Milligan） 

・ 法人サービスの顧客重視化（Edith Cowan University） 

・ これらの報告書及びその他多くの報告書が DEST のウェブサイト 11で公表されて

いる。 

 

また、連邦政府や州政府は、大学におけるリスク管理、特に商業的活動に関して細心の

注意を払っている。大学は、政府から収益基盤を多様化し増大させるように促され、研究

や知的財産の商業化を含む様々な商業的活動に従事している。大学の行う商業活動のうち、

特に研究の商業化は、特許を得た技術が実際に市場で成功するのがごく一部であることか

らも本質的に高いリスクを背負っていると言える。連邦政府側は、大学に、研究の商業化

を管理する戦略について「研究及び研究者養成マネジメント報告」（Research and Research 

Training Management Report）の提出を大学に求めている。これによって、「より優れた実

践」アプローチを明らかにし共有する機会が提供されることになる。 

 

州政府はいずれも、大学が適切なリスク管理戦略や計画を開発するよう促し、大学の商

業的活動が適切に管理されていることを公に保証するための法的あるいは報告の枠組みに

ついて再検討を行っている段階にあるか、あるいはすでにその作業を終えたところである。 

 

第５節 機関管理陣のマネジメント開発 

連邦政府は、大学自身による学内の人員配置や管理体制の運営を認める政策に沿って、

大学に対するいかなるマネジメント開発プログラムにも直接的に関与することはない。し

かし、連邦政府は公立大学における労使改革を推進している。労使改革プログラム（「第１章

第６節 人員配置」の項を参照）は、大学が学生に対してより質の高い効率的なサービス

を提供するという重要な改革に取り組み実施するのであれば、大学スタッフの給与増に資

金提供を行うことを目的に導入されたものである。大学は、同補助金を得るために、労使

                                

11  http://www.detya.gov.au/highered/pubgen/keyw/pubskeywatog.htm,  

   http://www.detya.gov.au/highered/eippubs.htm 
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関係と管理運営において実質的な改革を実施する意思のあることを示さなければならない。 

 

同プログラムからの資金提供は二つの段階でなされた。第一段階では、大学は運営方法

において柔軟性と改善を促す枠組みを有していることを示す必要がある。第二段階では、

大学は改革が実施されていることを示す必要がある。 

 

連邦政府は大学の効率性や有効性にも強い関心を示している。『レビュー』の一部として、

生産性委員会（Productivity Commission）は、資源配分やマネジメントに関する国際比較研

究を行っている。同研究の報告書案は2002年10月に提出される見込みである。 

 

オーストラリア学長委員会（AVCC）と各大学は教職員資質開発プログラムを実施して

おり、これには機関マネジメントに関するものも包まれている。大学の企業的性質がます

ます高まっているため、高等教育セクターには一般に、上級スタッフのマネジメント技能

を強化する必要性の認識が存在する。 

 

大学も、自らの商業部門が直面する課題を認識し、その有効性の向上に動き出している。

大学は現在、組織構造や商業部門の取組みについて再検討しており、高度のマネジメント

力及び起業家的技能を有する人材を上級管理職レベルに雇用している。また多くの大学が、

商業的専門知識を確保するため、商業部門の理事会（Boards）に産業界の指導者を招聘し

ている。 

 

第６節 機関モニタリングの体制 

大学は、法律によって、学生の授業料に関するガイドラインを遵守し、監査済みの財務

諸表や、大臣の求める統計やその他の情報を提供することが求められている。統計データ

集は極めて包括的で高く評価されており、オーストラリアの公立大学に在籍する学生、教

員・研究者や職員、財政状況、研究支出に関する一連のデータを提供している。学生、ス

タッフ、財政に関するデータの概要が毎年刊行されており、大学の実績に関する国民の分

析に供されることになる。 

 

連邦政府は、下記の事項を組み込んだ明確な財政モニタリングの枠組みを有している。 

・ 法令遵守：監査済み財務諸表に基づく補助金の適正使用と拠出。財務諸表の監査

については州が責任を負う。 

・ 実績：過去の財政実績及び状況、財務予測、資源活用の効率性と有効性 

・ 資本投資：資本投資のレベルと資金調達の方法 

 

連邦政府は、主に監査済み財務諸表を評価することにより、高等教育機関の財務状況を
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監視している。連邦政府は、監査済み財務諸表が過去の情報を明らかにするだけであるた

め、主要な財務指標で動向を検討するのに役立つ資源解析・予測モデルも同様に用いる。

財務予測の実施やそれをプロファイル交渉の一部に組み込むことは法的要件となっていな

いものの、財務予測は統合的な財政監視枠組みの一部として組み込まれており、連邦政府

の保証能力を強化するのに寄与している。 

 

大学の財政的健全性は、ある年の活動結果が黒字か赤字かというだけでなく、様々な指

標を用いて監視される。財務分析には、主要な財務上の比率や手段を用いた各機関の財政

的安定性や流動性の査定が含まれている。査定には、収入・支出行動に見られる傾向や変

化の分析、商業的運営がもたらす影響を含む機関の他の活動、会計施策の一貫性、基準外

の特別項目、監査資格の再検討も含まれる。 

 

財務予測モデルは、最新の監査済み財務諸表から得られる情報を基盤とし、それらに多

くの学内条件を加味しながら、部外秘データ（例えば、入学者予測や資本投資）及び一般

に利用可能なデータを組み込んで３年間の予測を行うものである。 

 

最近の財務諸表や３年間予測に見られる傾向は、特に明確化が必要である場合や中長期

的傾向について懸念が生じている場合、分析の対象となり大学と議論が行われる。この予

測行動の目的は、できるだけ早く警告的シグナルを明らかにし、各機関の長期的な財政的

実行可能性のための機関戦略について議論を開始することである。この戦略は事前に諸問

題や実質的リスクを明らかにし、「救済措置（a bail out）」を発動する必要性を回避すべく

行動することを目指している。財務予測は極めて機密性が高く、DEST の部外秘の作業文

書として扱われている。 

 

この財務予測は単に警告シグナルを発することを意図したものであり、DEST は予測数

値に重点を置いているわけではない。大学収入の平均40％は非政府筋から得られているが、

DEST は様々な活動を行っており機関ごとに大きく異なる大学のコスト構造を熟知してい

るわけではないと言わなければならない。それでもやはり、連邦政府は、大学が商業的活

動に伴う財政的･商業的リスクを慎重に管理していることに確信を得たいと考えている。大

学は、オンショア及びオフショアの留学生からの授業料収入に（概して）依存しているこ

とを考えれば、サービス提供に要するコストの正確な査定、授業料設定及び為替相場変動

の査定、対象国における市場シェアをめぐる競争、対象国の経済情勢、市場調査の正確さ

といったことと関連している財政リスクを注意深く考察し管理しなければならないだろう。 

 

連邦政府はまた、大学の商業活動を担う事業体に関心を示しており、大学の管理下にあ

る事業体が大学の財政状態に深刻な悪影響を与えているか否かについて定期的に査定を
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行っている。総体として、運営に対して管理事業体が与える財政的影響は、大学と統合事

業体の財務諸表を比較することによって査定される。各管理事業体の運営に関しては、必

ずしも情報が入手できるとは限らない。DEST が総体として統合企業体に関心がある場合

は、当該大学から個々の管理事業体に関する情報を含む情報をさらに要求することになろ

う。 

 

先に「先行的アプローチ、予防的アプローチ、反応的アプローチ」の項で言及したよう

に、最近の経験によれば、財政モニタリングはそれ自体不十分である。大学の自律性への

不当な干渉や行政上あるいは規制上のさらなる負担を課すことなく、より広範な機関モニ

タリングを実施する必要があると認識されている。DEST の課題は、包括的な枠組みを発

展させ、アカウンタビリティ枠組みの中で個別かつ比較的にオーストラリアの高等教育機

関の全体的パフォーマンスを総合的に分析･報告することである。 

 

2002年、原型となるパフォーマンスの枠組み開発において進展がみられた。その「暫定

的実績管理査定（Interim Performance Management Assessment）」モデルは以下の３つの主要

な査定に基づくものである。 

・ 需要･供給 

・ 質 

・ 財務管理 

 

2002年に用いられた査定の枠組みモデルについては付録資料８を参照されたい。各査定

は一連の適合的な業績指標を利用しており、以上の３つの査定はすべて共通の記述的統計

データ及び財務データに基づいている。需要･供給、質、財務管理の査定は、統合されて全

体的な機関実績の査定が行われるように意図されている。こうした総合的な機関実績の査

定は2002年のプロファイルの一過程として組み込まれたが、まだ十分に評価されてはいな

い。 

 

教育プロファイル会議は、連邦政府及び大学がモニタリング枠組みから生じた諸問題に

ついて議論する機会を定期的な構造の中で提供している。しかし、必要があれば、各大学

との協議の機会が当該年度内に別に設けられることもある。 

 

大臣は、連邦政府を代表して、モニタリング体制の結果に基づいて行動する最高権限を

有している。大臣は通常、DEST の助言に従って行動するほか、州政府官僚、上級大学運

営陣やスタッフ代表者、大学運営組織のメンバーといった関係するステークホルダーと協

議を行って行動する。連邦政府はこれまで大学の財政問題や他の問題に直接介入すること

はなかったが、その代わりに大学に対して改善策を採用するよう促していた。また、連邦
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政府と州政府は協同して、大学が必要な改革を実施できるよう支援することもある。 

 

州･準州政府は各機関に対する監視を行い、多くの場合、大学の監査済み財務諸表に加え

て実績情報を要求する。州･準州の会計監査官も、自らのイニシアティブあるいは関連する

州大臣の要請に基づき、大学運営について特定の法令遵守及び実績の監査を行う。 
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第４章 財政的実行可能性の確保 

 

先述のように、州及び準州は、２つの公立大学を除いて、所轄内のすべての大学に対す

る法的責任を有している。公立大学の資産や債務は、各州･準州の政府財務報告の全体に影

響を及ぼす。法定組織であるという理由から、公立大学が州･準州に対して債務を無制限に

託すことは合法的である。したがって、特に大学の借入金が各州･準州にとって懸念事項と

なるのは当然である。州･準州政府はまた、公立大学の資産売却、特に土地･建物や投資物

件を精査の対象とすることができる。 

 

近年注目を集めるもう一つの懸案事項として、大学の商業的活動の結果生じる大学のリ

スクの摘発がある。過去10年間で、大学は収入基盤を大きく多様化し増大させてきている。

1990年、連邦政府の総支出は約36億5,000万豪ドル（HECS を除けば34億豪ドル）で、高等

教育セクターにおける収入（48億6,000万豪ドル）の75％を占めていた。しかし2001年には、

連邦政府の総支出は62億豪ドル（HECS を除けば44億豪ドル）であり、同セクターにおけ

る収入（101億8,000万豪ドル）の61％を占めている。これは、上記期間に非政府財源によ

る収入が4倍（９億6,000万豪ドルから38億円へ）に増加したという点で極めて大幅な増加

であった。 

 

第１節 財政運営とガバナンス問題の登場 

公立大学は、国内外の私立高等教育機関や他大学との競争激化に直面している。オース

トラリア、英国、ドイツ、イタリア、日本、韓国、ニュージーランドといった先進世界の

多くの国が、高等教育の大規模な見直しの実施段階もしくは検討段階にあるというのは偶

然の一致ではない。生涯学習、高等教育供給における国際競争、より質の高い教育を求め

る需要の高まりによって、今後10年間にわたって高等教育機関の資金調達やガバナンスに

大規模な改革が迫られることになると予想される。 

 

オーストラリアでは、政府の政策によって、高等教育セクターにおける競争が促され、

利用者の選択が高められてきた。このことは、研究資金の大部分が業績基盤のフォーミュ

ラや競争入札を通して配分されていることに反映されている。2001年、連邦政府は競争的

査定プロセスを通じて2,000人分の学部学生定員の分配を行った。大学はこれまでよりも不

安定な予算環境に直面しており、予算による収入レベルが支出計画に見合うレベルに達し

ないというリスクが増大している。 

 

公立大学は収入基盤を多元化させるという課題に直面しているが、その成功レベルは

様々である。ほとんどの公立大学は、非政府収入を獲得するために特別に新たな活動に取

り組むことに加え、現在の活動に対する私的支援を受けることで非政府収入を増加させて
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いる。収入源の多元化が大学の公的活動を犠牲にして進んでいるわけではないものの、そ

れによって学術事業の本質が変化しつつある。公立大学が公共財や公共サービスの提供か

ら私的便益の提供へと比重を移しつつあると認識されている。さらに、公的資金が場合に

よっては商業的活動のために用いられる可能性があり、大学の商業部門に対する公的なア

カウンタビリティが欠如しているとする懸念もある。 

 

大学の商業的活動は収入基盤に貢献し得るものであり、競争力を開発し維持しようとす

る大学において重要度を増しつつある。商業的活動は大きく以下のように分類できる。す

なわち、授業料負担学生、授業料負担の短期コース、学術プログラムの支援サービス（例

えば、修学旅行、託児施設、医療センター、図書館、スポーツ施設）、補助的活動（劇場、

美術館、博物館）、その他のサービス（例えば、印刷、書店、コンピューター施設、カウン

セリング）、商業的研究（例えば、委託研究、コンサルタント業、実験室・実地試験、IP

の商業化）、不動産である。 

 

このため、大学には透明性のあるアカウンタビリティ体制と上級スタッフの強力な財務･

マネジメント能力が必要となる。大学は、商業的活動を担当する上級スタッフの商業マネ

ジメントに関する専門知識を強化することによってこの要請に対応している。 

 

大学は、以下のような一連のリスクに対しても注意しなければならない。 

・ 商業的側面：大学の十分な管理下にない商業事業体に少数者が参加することによ

る暴露（exposure） 

・ 財政的側面：潜在的な投資損失、公共責任、業務上の過失、名誉毀損、資産損失 

・ 名声的側面：留学生に対する低い入学要件・甘い成績評価、オフショア・フラン

チャイズ運営の低い質 

・ 法的側面：設立認可、規制、法的枠組みの範囲外の活動、報告要件の非遵守、サー

ビス提供に対する補助金配分による競争的中立性違反 

 

ほとんどの大学において、財務実績に対するリスクマネジメントとアカウンタビリティ

のメカニズムが確立されている。大学は、商業的活動に関連する諸問題、例えば金銭的利

益の公開や入札委員会等への対処目的とした透明性の高いプロセスや構造を構築している。 

 

大学は、政府資金への過度の依存から生じるリスクを軽減すべく、収入基盤を多元化し、

商業的活動に取り組んでいると主張する人もいる。しかし、大学は、商業的活動の取組み

が増えるにつれてより高いリスクに晒されるようになったとする見方が一般的である。 

 

公立大学が多くの領域で成功を収める一方、以下の点については引き続き重点を置いて
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取り組む必要がある。 

・ 収入を増加させるとともにその制限内に支出を抑えるための戦略を開発し運営

すること 

・ コストに対する理解を促進し財務情報報告を向上させるための財政及び管理シ

ステムを改善すること 

・ 収入源の拡大と多元化に伴う財政や質の危機を管理すること 

・ 特に小規模機関による授業料全額負担学生の拡大や同学生に対するサービス提

供のためのフランチャイズ体制の拡大に伴う財政や質の危機を管理すること 

・ インフラ資産管理を行い、資本支出計画を管理すること 

・ 知的財産権の商業化を効果的に管理すること 

 

第２節 財政運営及びガバナンスの課題への対応 

州・準州政府は、大学の商業的活動に対するアカウンタビリティ及び報告義務を厳しく

することによって社会の多様な関心に対応してきた。各州の会計監査官は、公立大学に対

する厳格な規制及びアカウンタビリティ要件を求める上で指導的役割を担っている。政府

財源からの収入が減少する反面、大学におけるアカウンタビリティ要件が増加傾向にある

ことは皮肉に映るかもしれない。しかし、大学が商業的活動にいっそう取り組むようにな

るにつれ、政府はリスクの増大を認識し、規制による管理を厳しくする傾向がある。 

 

大学のガバナンスや財政運営の諸側面について懸案事項が持ち上がる場合、州政府は素

早くそうした側面の再検討や監査を委託し、その知見に基づいて行動を起こすのが一般的

である。最近では、オフショア・キャンパスの設置、学生記録情報管理システムの実施、

新たな財務管理システムの実施、大学スタッフの私的業務といった諸問題を取り上げてい

る。 

 

連邦政府としても自らのアカウンタビリティ枠組みにしたがって、その資金が提供目的

のために用いられていることを自ら保証する必要がある。 

・ 監査済み財務諸表は、連邦政府の提供する資金が計上されていることを保証する。 

・ CEO による証明は、資金が提供目的のために用いられていることを保証する。 

・ 大学の統計報告は学生に関する詳細なデータを提供しており、これによって連邦

政府は大学が資金提供の対象となっている各種サービス（例えば、学生定員）を

提供していることを確認することができる。 

・ 当該データは、オーストラリア徴税庁及びDESTプロセスから得られたHECSデー

タとの適合・照合がなされる。 

 

連邦政府には、教育プロファイルの過程、とりわけ大学や関係する州・準州政府と協議
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することによって、いかなる財政運営上の諸課題にもすばやく対応できる手段が提供され

ている。 

 

連邦政府は、最大の資金提供者であることから大学に対して大きな影響力をもつ。そし

て連邦大臣は大学への資金配分の抑制もしくは撤回を求める法的権限を有するが、同権限

を行使する可能性は低い。とりわけ助成金の抑制といった懲罰的措置は効果的ではなく、

また学生に影響を及ぼすだけでなく、各機関の長期的な利益を損なうことが認識されてい

る。連邦政府は一貫して大学の自治に対する政策的立場を維持しており、大学の業務に直

接的に介入することはない。連邦政府はむしろ、目的別資金配分や財政的支援から優良実

践ガイドや研究成果刊行の促進に至る幅広いイニシアティブを特別に発揮することを通し

て、高等教育セクターにおけるガバナンスとマネジメントを向上させるための改革を誘導

すべく努めている。 

 

連邦政府が資金を提供するにあたってその見返りとして確信したいことは、大学が地域

社会から当然期待されているものを提供すべくあらゆることを実施していること、連邦政

府から得ている助成金をできるだけ効率的に使っていることである。もし確信できなけれ

ば、連邦政府は、望ましい成果を達成するために大学や関係する州政府と協力して対処す

ることになろう。しかし、それは必ずしも容易なことではない。 

 

連邦政府と州政府の政策意図には深刻な緊張が生じる可能性がある。各大学は、州政府

の課す法律、規制、ガバナンスの諸体制によって制約を受けたり不利益を被ったりするこ

ともある。大学自身のガバナンス体制が、二つの政府レベルにおけるその時々の政治見解

に基づいて再編成されることもある。また、大学の商業的活動に対してより厳しい規制を

設けたり積極的に統制したりする州もあれば、より緩やかな働きかけを行う州もあろう。

このような規制的手法の相違が、いくつかの州における大学の競争的位置づけに影響を及

ぼす可能性がある。 

 

連邦政府は学内業務に直接干渉しようすることはないが、州政府の場合はそうではない。

懸念されるのは、州政府による過剰な統制が影響して、ガバナンスの責任が大学の運営組

織から州政府に移行する結果となってしまうことである。しかし最近では、機関自治や大

学の諸問題を管理する運営組織の責任をめぐる広範な問題について、二つの政府レベルや

州政府間で考え方が収斂する方向に展開してきていると言われる。様々な政府レベルによ

る学内問題への干渉を少なくし、より効果的な自己運営（self-governance）を促すことを

支持する声が高まっている。 
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第３節 今後の方向性―財政運営とガバナンス 

現在の体制は、連邦政府及び州政府の責任の多くの分野において不明瞭であり、『レ

ビュー』プロセスの一環で検討されることになっている。そこでは、官僚的形式主義と大

学の報告義務を軽減する一方、公的なアカウンタビリティを向上させる方法が明らかにさ

れる。高等教育に対する連邦政府と州・準州政府の責任分担は、いくつかの特有な課題を

提示し続けるであろうし、行政体制及び報告体制の合理化によってこれらの課題が克服さ

れると期待することは非現実的であろう。 

 

連邦政府には、『レビュー』による成果の一環として、大学ガバナンスに関する一律の全

国規約を整備し、州政府間での法令遵守及び報告義務の一貫性を推進することが期待され

ている。「教育・雇用・訓練・青少年問題に関する行政審議会（MCEETYA）」のプロセス

が再び活性化され、重要課題への対応に際して連邦大臣と州大臣が協力する体制が整備さ

れる可能性もある。 
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第５章 現行アプローチの批判的分析 

 

第１節 高等教育財政 

「高等教育財政」の節（第１章第３節）で詳述したように、現行の財政枠組みは、一括

形式の経常費補助金を、各大学が特定年度に学生定員の規定最低数を満たしていることを

条件に配分することを基本としている。 

 

経常費補助金の教育関係経費（teaching component）はその大部分が歴史的に基づくもの

である。1990年に「相対的資金配分モデル（Relative Funding Model）」とそれによる調整が

設定されて以降、各機関が特定年度に受け取る経常費補助金は、前年の助成金レベルを基

本にし、連邦助成の対象となる学生定員の増減を修正して増額もしくは減額したものと

なっている。 

 

基本経常費助成もインプットが基盤となっており、教育及びマネジメントの実績が各機

関の受け取る助成額のレベルに影響を及ぼすことはほとんどない。大学は進学率や卒業率

の高さや特定の学習成果に応じて資金を提供されることはないし、地域や国家にとって意

義のある特定領域で教育を行っても資金提供がなされるわけではない。 

 

『レビュー』によれば、1988年以降導入されたこうした体制は再検討されることになっ

ている。特に『レビュー』が指摘しているように、現行の基本経常費補助金の算出方法と

は資金が「万能サイズ」モデルによって配分されることを意味している。同モデルは柔軟

性がなく、それゆえ大学は特定の専門分野に在籍する学生に対して、その分野に在籍する

学生の数、所在地、学習形態の如何にかかわらず、同額の助成額を受け取ることになって

いる。しかし実際には、大学のコスト構造は、所在地、歴史的利点、運営の規模と範囲、

提供サービスの種類によって極めて多様である。 

 

したがって、現在の高等教育財政システムの主たる問題はその柔軟性の無さと透明性の

欠如である。『レビュー』ではこれらの点に注目され光が当てられることとなろう。 

 

第２節 アカウンタビリティと機関モニタリング 

現在、連邦政府のアカウンタビリティ体制は、少なくとも高等教育の提供、質、大学に

よる助成金の慎重な使用について最低水準を確保しようとしている。そのうえ連邦政府は、

大学運営と意思決定、とりわけ地域社会の学生に対する公正で透明な大学進学機会の提供、

大学の研究上の取組みや商業的事業、大学における戦略的意思決定といった点において誠

実な取組みを担保しようとしている。 
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連邦政府は、資金配分に対する公的アカウンタビリティを、主に教育プロファイルの交

渉プロセス、他の特別目的補助金の配分、その他の報告義務を通して確保している。連邦

政府は、教育プロファイルのプロセスの一環として、多くの領域に関する３年間のデータ

と計画文書の収集を行っている（「教育プロファイル」の項と付録資料５及び６を参照のこ

と）。 

 

連邦政府は、学生（在籍者数、学生規模、コース、学問組織単位、HECS、PELS、ユニッ

ト及びコースの修了者数、教育費用支払方法）、スタッフ（常勤スタッフ、部分的常勤スタッ

フ、非常勤、性別、年齢）、研究活動（出版物、収入の出所と額）、財政（監査済み年次会

計報告、財務統計）といったデータも収集する。学生、スタッフ、財政に関する大学デー

タは連邦政府によって刊行され、公的に検討対象とされる。 

 

連邦政府は、アカウンタビリティ体制の一環として、AUQA や「留学生のための教育サー

ビス法（ESOS Act）」を通して大学に報告義務を課しており、それは資金配分がなされて

いる様々なプログラムの特徴となっている。 

 

高等教育財政に対する現在のアカウンタビリティ体制は、現金主義に基づく会計環境の

下、「インプット」（例えば、給与や資本）と「プロセス」（大学の業務）を目的として大学

に連邦助成を行うというコンテクストで発展してきたものである。教育プロファイルの作

成プロセスは、大学が自らの活動と連邦助成の使途を明らかにするための重要な手段であ

る。データや計画文書に対する要件の多くが、大学が長年にわたって適切な手続きやマネ

ジメントを確立するのに有効に機能し、大学の取組みを促すのに役立ってきたことは認め

られて然るべきである。 

 

それにもかかわらず、法令遵守が強調されるとともに、厳格な実績本位のアカウンタビ

リティ枠組みが欠如していることで、二つの分野において問題が生じている。一つは大学

の報告義務が過剰なことであり、もう一つは大学における効果的な自己運営を促進するこ

とに失敗していることである。 

 

アカウンタビリティ体制と現行の報告義務の多くは1980年代後半に確立されたものであ

り、長年にわたって量と範囲が増加してきた。高等教育セクターでは法令遵守の負担増加

に関する懸念が高まっている。大学は、『レビュー』に提出した意見書において、驚異的な

数の報告義務と法令遵守の負担に対して危機感を表明している。連邦政府は『レビュー』

の早い段階で大学からのこうした批判に応え、現行体制において大学に課されている官僚

的形式主義と煩雑な事務手続きの軽減が優先事項であることを明らかにしている。 
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第二に、教育プロファイル及び補助金配分のプロセスは成果に焦点を当てておらず、大

学による成果基盤の戦略展開を促進するものでもない。連邦助成は長年「学生定員数」（も

しくはアウトプット）に基づいてなされているものの、アカウンタビリティ枠組みは「実

績」や「結果に対するアカウンタビリティ」よりも「法令遵守」や「適合（conformance）」

に焦点が当てられている。 

 

教育プロファイルのプロセスは、アカウンタビリティを向上させるために設計し直され

る可能性がある。同プロセスは、大学による報告書や計画の提出を基盤とするのではなく、

財政及び組織の実績に関する特定の課題に対応した機関と政府による二者協議と測定可能

な成果についての報告を中心に据える必要がある。教育プロファイルのプロセスがより正

確に目標に照準を合わせたものになれば、連邦政府が多様化、専門化、地域への関与に基

づいた高等教育システムを展開していく上で役立つであろう。教育プロファイルのプロセ

スは、現行の方式においては、大学間の構造・使命・コース提供の差異化を進めるのに必

要となる柔軟性を欠いてしまっている。 

 

連邦政府は、大学における「コーポレート・ガバナンス」と「公的アカウンタビリティ」

の向上を実現すべく、「法令遵守」（法律、倫理、運営の点で適正な手続き）と「実績」（効

果と効率性）を包含したアカウンタビリティ枠組みを採用するかもしれない。実績は、組

織による成果、研究による成果、学生による成果の効率と効果性によって査定されること

になろう。 

 

アカウンタビリティ体制によって、高等教育機関の行動が促進され得るし、実際にそう

なっている。また、意図しない成果が生み出される可能性もある。例えば、現在のアカウ

ンタビリティ枠組みは大学の画一化を促すのに寄与してきたと言っても過言ではない。「実

績」に基づくアカウンタビリティ枠組み（例えば、成果やアウトプット）を設定して、高

等教育機関の実績が公共投資に対して最大限の還元を実現できるように促す一方、「法令遵

守」の手段も公共投資が実質的に保護されていることを監視し担保するために準備されな

ければならないだろう。 

 

政府監査官の財務報告監査による外部からのアカウンタビリティや補助金配分プロセス

といった現行のアカウンタビリティ枠組みの要素は、継続されつつも改善されるべきであ

る。煩雑な官僚的事務手続きをあまり踏むことなく組織自身による効果的運営を行い連邦

政策の成果を査定するという諸原則に基づき、アカウンタビリティ・報告の多くの分野で

改善を進めることが可能である。例えば、大学の活動や評判に大きな影響を及ぼし、連邦

政府が関心を寄せる重大な出来事や問題について連邦政府への報告を求めるということも

あり得る。また、投資家の保護と優れたガバナンスの実現を目的として、法人法
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（Corporations Law）、オーストラリア証券取引所上場規則、オーストラリア証券投資委員

会（ASIC）が公社（public companies）に課している報告義務は、大学に対する報告義務の

開発の指針となり得るものである。 

 

大学は、投資、借入金、資本支出に対する原則と基準を明確に説明することが求められ

ることになる。大学とその管理下にある企業体は、州の会計監査官による監査を受けてい

が、大学の管理下にない子会社（subsidiaries）や共同出資事業（joint ventures）について

はそうではない。政府監査官もしくは独立監査官のいずれかが大学の子会社や共同出資事

業を監査できるような体制が整備されなければならない。また、これらの組織は適切な内

部財政管理と誠実性の発揮される体制を維持していることが証明される必要がある。 

 

第３節 ガバナンスの体制 

第４章の第１節「財政運営とガバナンス問題の登場」と第２節「財政運営及びガバナン

スの課題への対応」で詳述したように、大学は現在、ガバナンスの分野で重大な課題に直

面している。競争の増大と商業的活動の拡大によって、大学には透明性の高いアカウンタ

ビリティ体制と強力な財政運営力を備えて、高次のリスクに晒されることを回避すること

が求められている。これまでの連邦政府のアプローチは、目標型資金配分や優良実践に関

する研究の委託・刊行といった特定のイニシアティブをとることによって、高等教育セク

ターにおけるガバナンスとマネジメントの向上に向けた改革を誘導するというものであっ

た。 

 

大学の財政運営と優れたガバナンスを実現しようとする現在のアプローチは、連邦政府、

州（準州）政府、大学がすべて、異なるが時に重複し厄介な役割を担っているため多層的

なものとなっている。こうした責任分担は連邦政府にとってすでに問題となっており、今

後も問題であり続けるだろう。 

 

例えば、連邦政府にとっての懸念は、多くの大学運営組織の規模があまりに大きく（最

大35人）、各部門の利益を代表するメンバーや大臣・総督・それ以外の特別な任命によるメ

ンバーが含まれていることである。運営組織のメンバーは、大学の商業的活動を効果的に

管理するのに必要な特定のスキルや特性を欠いていることが少なくない（第１章第４節「機

関ガバナンス」を参照のこと）。また、運営組織には、機関がその商業企業組織に関して適

切なリスク管理戦略、アカウンタビリティ過程、内部統制を開発・実施できるようにする

ことが求められる。大学ガバナンスに関する一律の全国規約が開発される可能性もある。

こうした運営組織とガバナンス過程の改革を行う見通しは、関係の州（準州）政府の協力

がなければ大いに制限されたものになるだろう。 
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連邦政府は、大学における効果的な自己運営を支援し、不必要な報告義務のために大学

に課される要請を軽減することを優先している。効果的な自己運営によって機関の自治と

責任は強まることになる。この結果、連邦政府には、過去に実施された公共投資や現在継

続中の公共投資が保護され、公共投資に対する最大限の還元が実現するように担保すると

いう新たな課題が生じることになろう。もし大学における公的なアカウンタビリティが高

まり、ガバナンスと財政運営の体制が改善されることによって規制負担が軽減されるとい

うことになれば、連邦政府と州（準州）政府間で多くの特定分野に関して合意がなされな

ければならないだろう。『レビュー』では、財政運営とガバナンスに関するこうした主要な

問題の少なくともいくつかについて対応が図られることになろう。 
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補遺（2003年５月） 

 

レビューに対する連邦政府の対応は、2003-2004年度予算の一環として2003年５月13日に

明らかにされた。「我々の大学―オーストラリアの未来支援―（Our Universities: Backing 

Australia’s Future）」と題された改革方針は、今後10年間のオーストラリア高等教育の構想

を描くにあたって基盤となるものであり、今後4年間にわたって高等教育セクターに約15億

豪 ド ル の 連 邦 政 府 追 加 助 成 が 実 施 さ れ る 。 こ の 改 革 方 針 の 詳 細 は 、

http://www.backingaustraliasfuture.gov.au/review.htm に掲載されている。 

 

この改革方針は60以上のイニシアティブからなる総合的なパッケージであり、法律の議

会通過が必要である。この改革案が議会を通過すれば、オーストラリア高等教育に対して

広範囲にわたる改革が導入され、本報告書の本文で略述したように現行の財政体制につい

てその多くが破棄されることになるだろう。 

 

ここでは、報告書の内容に関連の深い改革方針の３点、すなわち改革の主要原則、新し

いアカウンタビリティ枠組み、大学ガバナンス体制について述べることにしたい。 

 

第１節 主要原則 

連邦政府の改革方針は４つの主要原則に基づいている。 

 

１．持続可能性（Sustainability） 

・ 市場の規制緩和と非政府収入の獲得能力の増大 

・ 首尾一貫した政策枠組みの創出 

・ 学生定員一人あたり連邦助成の増額 

・ 地方キャンパスに対する追加支援 

・ 人口に見合ったプログラム増設の実施 

・ 高等教育機関のガバナンスと柔軟性の向上 

・ 労働市場需要に対応したコース提供の実現 

 

２．質（Quality） 

・ 連邦助成対象の学生定員がすべて質の高い学習成果を維持し得るレベルで資金

提供を受けられるようにすること 

・ 学習・教育成果の質の向上 

・ 高等教育機関と産業界・地域社会の協同を促すインセンティブの創出 

・ 新しいアカウンタビリティ枠組み 
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３．公正（Equity） 

・ 入学時点で学生に経費負担が発生しないこと（公立機関及び認定を受けた私立機

関） 

・ 学生のローン計画における返済開始額の増額 

・ 高等教育機会に恵まれない人々の就学と成果の改善 

・ 学生に対する国家優先領域コース受講のインセンティブ 

・ 連邦助成対象の学生定員の追加 

 

４．多様性（Diversity） 

・ 構造、使命、目標、コース提供、研究上の強み、パートナーシップを通した差異

化 

・ 政府指定の要件でない、一連の目標型パフォーマンス基盤のインセンティブの提

供 

 

第２節 新しいアカウンタビリティ枠組み（機関査定枠組み） 

連邦政府は、「オーストラリアの未来支援」で提案されている新たな財政体制を支えるた

め、高等教育機関に対して新しいアカウンタビリティ枠組みを導入する予定である。新た

なアカウンタビリティ枠組みは、2004年から現行の教育プロファイル過程に代わって導入

されるものであり、各機関との二者間における戦略的取決めに基づき、連邦政府のアカウ

ンタビリティ要件を明示した「機関査定枠組み（Institution Assessment Framework, IAF）」

を基礎としている。IAF は連邦助成を受けている全機関に適用される。 

 

IAF は、各機関に課されている報告作業の量を減らす連邦政府の取組みについても支援

を行う。IAF によって、大学と外部情報源から寄せられる量的・質的データに基づいて機

関の成果について一律の査定が行われる。 

 

IAF は連邦政府の責務を基盤としており、それによって連邦政府が資金提供を行う機関

が持続可能であって資金に見合う成果を提供していること、その成果の質が高いこと、機

関が法的義務を遵守していることが担保される。IAF によって、大学と外部情報源から寄

せられる量的・質的データに基づいて、機関の成果についての一律の査定が行われる。連

邦政府による高等教育機関の査定は、教育科学訓練省（DEST）と各機関との戦略的な二者

協議の基盤をなすことになる。 

 

IAF は４つの主要要素から構成されている。IAF の図は付録資料９を参照のこと。 
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１．組織の持続可能性 

これは、高等教育機関が、連邦政府の助成を受けているサービスを継続的に提供できる

ように保証することである。以下の点が含まれる。 

・ リーダーシップと戦略的方向づけ 

・ リスクマネジメント 

・ 財政上のアカウンタビリティ 

 

２．高等教育提供の達成 

これは、高等教育機関がどの程度、政府の掲げる高等教育の目的に見合うように取り組

んできたかということである。以下の点が含まれる。 

・ 学生定員の提供と、高等教育機関が需要を満たしてきた程度 

・ コース間及び学問分野間での学生定員の配分 

・ 学生のアクセスと支援体制の妥当性 

・ 研究活動と、それが高等教育機関の使命や特定の強みにいかに関連しているか 

 

３．成果の質 

DEST の質評価は、高等教育セクターにおいてすでに用いられている広範な品質指標と

プロセスを利用することになろう。DEST はまた、成果に焦点を当てつつ、AUQA のオー

ディット結果も利用することになろう。 

 

４．法令遵守 

法令遵守の査定によって、高等教育機関が助成金を受けており、法的要件を遵守してい

ることが担保される。 

 

IAF の下に要請された情報は毎年まとめられ、連邦政府が高等教育機関を査定する際に

体系的に利用されることになる。DEST と各機関との間では、詳細にわたる二者協議が、

追加開催の特別な必要（例えば、査定内容から懸案事項が生じた場合）がない限り、二年

に一度実施される。協議では、長期的な戦略的イニシアティブだけでなく当面の問題にも

焦点が置かれる。協議はまた、「最高の実践（best practice）」に関する情報を共有する上で

の有意義な場としても機能している。各機関の学生定員をめぐる交渉については、財政協

定（Funding Agreements）を通して毎年行われる。 

 

公正（equity）・質・財政分析といった特定の高等教育分野を専門とする DEST の担当官

は、少なくとも２年に１度（もしくは必要が生じた際に）各機関を個別に訪問することに

なる。その目的は、各機関に特有の問題について理解を深めること、有益な専門家のネッ

トワークを構築することにある。このような取組みによって、現在の教育プロファイル体
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制下においてよりも、各大学とのより密接な関係や一層の協力が生み出されることになる

と思われる。 

 

第３節 ガバナンスの体制 

「オーストラリアの未来支援」には、大学ガバナンスを改善するための取組みが盛り込

まれている。連邦政府はすでに、公立高等教育機関のための全国ガバナンス規約（National 

Governance Protocols for Public Higher Education Institutions）を制定している。同規約は、

ビクトリア州政府が実施した「大学ガバナンスに関するレビュー（Review of University 

Governance）」（2002年）とデイビッド・ホア（David Hoare）が議長を務めた「高等教育マ

ネジメントレビュー（Higher Education Management Review）」（1995年）の成果を基礎とし

ている。規約は、商業活動に対する大学カウンシルの監督責任を増大させ、大学カウンシ

ルが透明性をもってそうした責任を履行することを要請し、公共の利益の保護を担保する

ことによって、大学ガバナンスを強化することになろう。 

 

規約は、大学とビジネス界の双方が現在の最高実践モデルを考慮しながら行った助言に

基づいて制定されたものである。規約によって、大学はカウンシル構成員の職務を明確化

し、構成員の専門的職能開発のための公式のプログラムを整備することが必要となる。構

成員はまた、特定の支持基盤の代表者や代弁者としてではなく、当該大学の「理事（trustee）」

であり、大学の利益のためだけに行動することが要求されることになる。カウンシルは18名

を超えてはならず、少なくとも２人は財務に関する専門知識を持ち、１人は商業に関する

専門知識を持っていなければならない。構成員の大多数が学外から選出される。 

 

連邦助成の追加増額は、規約と労使改革の実施が条件となる。新法において、資金提供

の条件が略述されており、法令遵守は連邦政府と各機関の間で交渉される財政協定

（Funding Agreements）を通してモニターされることになる。高等教育機関は自らの法的

権限において、規約が示すこのような側面に同意し実行に移すことが必要となる。各州及

び準州政府も、所管内の高等教育機関が助成金の増額を受けようとする場合には、関連法

の法制化も含め、その権限内において規約が示す同様の側面について同意し実行に移すこ

とが必要となる。連邦政府直轄のニつの大学、つまりオーストラリア国立大学（The 

Australian National University）とオーストラリア海事カレッジ（The Australian Maritime 

College）についての法律も、両大学のガバナンス体制が最高の実践や全国ガバナンス規約

を反映したものとなるよう修正が加えられることになろう。 
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付 録 
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資料 1 オーストラリアの大学の多様性と実績―状況・事業規模・ガバナンス― 
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第１章 憲法上の位置づけ 

 

第１節 大学の法的地位 

オーストラリアの高等教育システムは、他の OECD 諸国と比較した場合、いくつか独自

の特性を有している。それは基本的に、大部分が公立であり比較的同質の大学からなる国

家システムという点である。高等教育供給のほぼすべてが大学を通してなされており、い

ずれの大学も広範囲にわたってコースを提供し研究を実施している。２校の私立大学（ノー

トルダム大学とボンド大）を含む39校の大学が存在し、それ以外に３校の自己認証機関

（self-accrediting higher education institutions）と約85校の私立高等教育機関がある。公立

大学のうち５校は二元セクター（高等教育部門と職業教育訓練部門）からなる機関であり、

４校はビクトリア州に、もう１校は北部準州にある。詳しくは付録１を参照されたい。私

立機関は主にカトリック系のカレッジや職業教育あるいは芸術分野に専門特化した機関で

ある。これら機関は数こそ多いものの高等教育学生のわずか３％を占めるに過ぎない。 

 

連邦政府が高等教育システムに関して有する憲法上の権限は限定的である。オーストラ

リア憲法の下、連邦議会は教育、高等教育、大学の領域においてまったく法的権限を持た

ない。それは州（States）や準州（Territories）の責務である。それにもかかわらず、連邦

政府は州や準州との間で同意された現行の取り決めの下、高等教育財政や多くの領域の施

策に対する主たる責務を有している。 

 

連邦政府は1940年代以降、次第に高等教育財政及び政策立案においてより重要な役割を

担うようになった。1974年以降連邦政府が中心的な財政責任を握るようになる一方、州政

府は大学に対する立法及び規制に基づく統制力を維持し続けている。連邦政府及び州政府

のそれぞれの役割が漸く成文化されたのは1991年であり、特別州首相会議（Special 

Premiers’ Conference）において公立高等教育システムを責務分掌領域として規定する取り

決めが合意された。この合意の下、連邦政府は財政及び政策立案に対する主たる責任を担

い、州政府は立法及びガバナンスに対する責任を担うとともに、セクター発展のための広

範な優先事項の決定を行なうこととされた。 

 

1993年以前、連邦政府からの支援は、憲法第96条に規定された「州政府に対する財政支

援」権限に基づく「州政府補助金法（States Grants Acts）」によって実施された。1993年以

降、連邦政府は以下の諸点に基づき各機関に対して直接助成を行っている。 

・ 憲法第 51 条（xxiii A 項）に基づく「学生給付金提供」権限 

・ 憲法第 81 条に基づく「歳出権限（appropriations power）」 

・ 研究関連助成の場合、連邦政府が有する「国家（nationhood）」権限 
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第２節 政府と大学との関係 

オーストラリアの法定高等教育機関は、２機関を除いてすべて州もしくは準州の法律に

よって設置されている。例外はオーストラリア国立大学とオーストラリア海事カレッジで

あり、連邦法において設置されている。各大学のガバナンス体制、アカウンタビリティに

基づく報告義務、その他の義務は、各機関の設置法や、関係する連邦政府・州・準州の法

定権限に適用し得るその他の法律において規定されている。 

 

州（準州）政府は、各管轄内に所在する大学に対して相当程度の統制権を行使している。

法定機関としての公立大学は財政上のアカウンタビリティ枠組みの下に置かれており、そ

の枠組みは当該州（準州）政府のすべての法定機関に適用されており、その大部分が大学

に特有というわけではない。大学はまた、州（準州）政府の各大臣に会計監査報告及び活

動情報を提出するとともに、特別な財務取引もしくは商取引について報告することが義務

付けられている。 

 

大学は一般に、州議会と、特に各州の教育大臣に対して説明責任を負っている。適切な

会計検査官（Auditor-General）によって大学の財務報告の監査が行なわれ、報告書が州議

会に上程される。加えて、オンブズマンといった州組織やその他の専門組織が大学運営の

様々な側面を監視している。 

 

それにもかかわらず、オーストラリアの大学に対する公的な法的枠組み及びアカウンタ

ビリティ枠組みは特異な形態を維持しており、時に連邦政府の政策意図と州政府の規制体

制との間にかなりの対立を生じさせる可能性を残している。 

 

連邦政府と州政府との協議は、「教育雇用訓練青少年問題に関する行政審議会

（MCEETYA）」を通して省レベルで行なわれる。連邦政府及び州（準州）政府の行政担当

者間の協議は、高等教育合同委員会（JCHE）を通して実施される。JCHE は時には議長を

通じて MCEETYA に報告を行なう。連邦政府もまた、合同計画立案委員会（Joint Planning 

Committees）を通して州政府及び準州政府と二者協議を行なっている。 

 

州政府及び準州政府は高等教育の質保証に関して多くの責任を負っており、それには新

大学の認可、オーストラリアにおける外国高等教育機関の活動、非自己認証機関の提供す

る高等教育コースの認証、他の組織が参加する場合の高等教育機関の教育提供体制の監視

などが含まれている。 

 

オーストラリアの各州及び準州は、上節で指摘した問題に対してオーストラリアにおけ

る一貫した基準や水準の担保を意図した「高等教育認可プロセスに関する全国規約
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（National Protocols for Higher Education Approval Processes）」に同意している。 

 

高等教育の質保証に対するオーストラリアの取組みは、各大学が、自らのコースやプロ

グラムを認証する法的権限を有する自己認証機関としての地位を与えられていることを基

盤としている。大学は自らの教育水準や質保証のプロセスに対する主要な責任を負ってい

るのである。自らの責任の下にこうした権限を行使する能力こそ、オーストラリアの大学

として認識されるための基準の一つである。 

 

入学、教育、学習、成績評価（assessment）の諸領域における質は、各大学において学

術問題に対する責任を有する組織、通常は学術評議会（Academic Board）によって監督さ

れている。各大学には、新しいコースの設置申請を評価し、学生による定期的評価を含む

コース・カリキュラムを継続的に監視し評価するプロセスが構築されている。 

 

オーストラリアにおいて「大学」という用語は企業団体名に関する法律や連邦法人法

（Commonwealth Corporations Law）の下に保護されている。また、ある機関が「大学」と

いう名称を使用する前には統一的な基準を適用することですべての州及び準州の間で合意

がなされている。 

 

2000年３月、オーストラリア大学質保証機構（AUQA）が MCEETYA によって設立され

た。AUQA は、オーストラリア高等教育における質保証について監視、監査、報告を行な

う国の独立組織である。理事会（Board of Directors）の指導の下、政府や高等教育セクター

から独立して活動する。AUQA は、方法として各機関による自己評価及び専門家委員会に

よる機関訪問を用い、2002年から各大学を５年サイクルで監査することになっている。こ

うしたアプローチは、組織の成果を達成すべく構築されている機関レベルの質保証プロセ

スに焦点を当てており、国際的評価を得ている。 

 

第３節 高等教育財政 

現行の財政的枠組みは、1988年における高等教育政策と財政体制に対する大規模な改革

の結果導入された。大学における研究及び研究者養成に関わる資金配分の見直しは2000年

に実施され、その結果、同分野には2002年から大幅な変化がもたらされた。 

 

現行の枠組みの主な特徴は以下の通りである。 

・ 教育及び学習のための運営資金は、各高等教育機関の教育及び研究活動を網羅す

る教育プロファイル（Educational Profile）に基づき、規定の学生定員数に対して

一括形式の運営費補助金として大学に配分される。経常費補助金には、教育、資

本、先住民支援助成といった項目も含まれている。 
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・ 資金は、機関が安定的な財政レベルを確保することを可能とする３ヵ年計画（a 

rolling triennium）に基づいて配分され、各機関はそれを基盤に少なくとも３年間

の計画策定を行う。 

・ 主として競争原理に基づく研究助成の配分。 

・ 資本金助成（2001 年には 4,110 万豪ドル） 

・ 基本的に毎年の教育プロファイルの提出によって提示されるアカウンタビリ

ティ枠組み。 

 

教育プロファイルは、連邦政府が高等教育機関に対して設定するアカウンタビリティ枠

組みの中心的要素の一つであり、詳しくは第３章第１節（1）において議論する。 

 

2001年、連邦政府支出は高等教育機関の得た収入の61％を占めており、その内訳は次の

通りである。 

・ 1988 年高等教育財政法（HEFA）に基づく補助金：全収入のほぼ 38％。 

・ HEFA に基づく高等教育費用負担制度（HECS）の総計：全収入の 17.4％。 

・ 2001 年オーストラリア研究審議会法（ARCA）に基づく補助金：全収入の 1.8％。 

・ その他の連邦政府助成金：全収入の 3.7％。 

 

オーストラリアの大学は1983年以降、公的資金への依存を弱め、収入が増加するにした

がって自らの収入源を多様化させてきたものの、公的資金は依然として大学にとっての基

盤であり続けていると言える。連邦財源からの収入の比率には大学間でかなり大きな差異

が見られる。2001年、セントラルクイーンズランド大学は連邦助成から収入のわずか28％

（HECS を含むと44％）を得たにすぎないが、オーストラリア国立大学は連邦助成から62％

（HECS を含むと67％）を受けていた。サンシャインコースト大学にいたっては、連邦助

成と HECS からその資金のほとんど（83％）を受けている（付録資料２の表を参照のこと）。 

 

州（準州）政府の負担率はおよそ1.5～２％を占める。2001年における大学への非政府

収入源には、授業料全額負担の留学生（11％）、授業料全額負担の国内学生（２％）、投資

収入（３％）、コンサルタント料、契約研究、寄付、取引、その他の収入などが含まれて

いる（付録資料２を参照のこと）。 

 

高等教育財政法下における連邦政府財源は大きく、高等教育機関の一般的運営を目的と

したものと、研究及び研究者養成を目的としたものに分類することができる。政府による

1999年白書『知と革新：研究及び研究者養成に関する政策提言』（Knowledge and Innovation: 
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A Policy Statement on Research and Research Training）1は、研究と研究者養成に対する公的

資金配分に関して５つの原則を提示している。それには、同助成金に対する透明性、競争

可能性（contestability）、アカウンタビリティの確保が含まれており、現在この資金配分は

高等教育財政法における一般経常費から完全に切り離されている。 

 

こうした区別は、運営目的の資金が研究支援に寄与するものに使われたり、一部の研究

助成金が学部生にも利益となるような目的（例えば、図書館）にも使われたりすることを

考えれば、やや不自然ではある。 

 

（1）経常費補助金 

現在オーストラリアの大学は、当該機関の教育活動や研究活動について広範に詳述した

教育プロファイルに基づき、規定の学生定員数に対する単一の一括経常費補助金としてそ

の公的資金の大部分（経常運営費及び資本助成）を配分されている。連邦助成の約４分の

３が３ヵ年計画を基盤に配分されており、それによって各機関は機関運営の将来計画に対

する予測可能性が確保できることになる。 

 

こうした一般運営財源は、基本経常費補助金と、公正（equity）、労使改革、研修受入れ

病院助成（teaching hospital grants）、退職金助成、特別資本助成など特別目的のために供給

される広範な他の補助金から構成されている。研究及び研究者養成のための財源は、教育

科学訓練省（DEST）の所管する業績本位の一括助成もしくはオーストラリア研究審議会

（ARC）の所管するピアレビューに基づく競争的資金のいずれかによって配分される。 

 

基本経常費補助金（2002年は45億豪ドル）は、高等教育機関がある特定年度に学生定員

の規定最低数を満たしていることを条件に交付される。「目標」となる学生規模（student 

load）は EFTSU（フルタイム学生相当単位）で規定されており、次の２つの要素から成る。 

・ 連邦補助対象定員数の目標値 

・ 学部段階における連邦補助対象定員数の目標値 

 

大学は、連邦政府の財政体制の下、HECS 対象定員（HECS-liable places）の目標数を満

たさなければならない。大学は、この定員目標数あるいは HECS 免除のリサーチ大学院生

定員に対して授業料を課すことはできないが、それ以外であれば、大学はどのコースが

HECS 対象でどれが授業料負担であるのかについて自ら決定することができる。 

 

大学は1998年以降、上述の「学部段階目標値」を越えて在籍している HECS 対象学部生

                                

1  http://www.dest.gov.au/arcive/highered/whitepaper/default.asp 
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に対し、一人当たり HECS 最低割引率（2002年で2,699豪ドル）2に相当する限界補助金が

支払われている。ある機関が学部段階目標値を満たすことができない場合、連邦政府は同

様に資金配分を減らすことになる。 

 

大学の資金総額は歴史に基づいて決定されている。経常運営費補助金は39校の「公立」

大学と専門的高等教育機関に提供されている。それ以外の２機関（アボンデール・カレッ

ジとマーカスオルダム・カレッジ）はわずかな運営費補助金を受給している。 

 

（2）高等教育費用負担制度（HECS） 

HECS（高等教育費用負担制度）は1989年に開始された。ほとんどの国内学部生は HECS

を通して自らの教育費を負担している。1997年１月１日以前、有資格学生はどのコースを

取るかにかかわらず均一比率で HECS を支払っていた。同日以降、HECS は履修コースに

よって３つの異なるレベルに分けて課されることになった。これらのレベルは、学問領域

ごとの教育提供費用、将来予想される所得能力に基づいている。現行の HECS 分担レベル

は3,521豪ドル、5,015豪ドル、5,870豪ドルの３段階である。 

 

学生は直接大学に HECS を前納して前納料として25％の割引を受けるか、あるいは支払

いを延期するかを選ぶことができる。連邦政府は、各学生の HECS 分担額の延期部分に相

当する額を支払うこと、さらに HECS を前納する学生の受ける割引に相当する額を大学に

支払うことによって学生による支払い延期を埋め合わせている。 

 

HECS の支払いを延期する学生は、収入が返済義務の最低閾値（2001-02会計年度で

23,242豪ドル）に達した段階で、連邦徴税制度を通して借金の返済を開始する。 

 

1998年から、大学は全額補助対象の学部生定員を超えて在籍する HECS 対象の学部生に

対しても助成を受けることができるようになった。支給される額は、当該学生の HECS 分

担額の延期部分（前納による割引後の HECS 最低額）に相当する。 

 

（3）研究活動及び研究人材養成 

大学は、研究と革新のシステムの中で極めて重要な役割を果たしている。大学は、オー

ストラリアにおける未来の研究人材に対する訓練を主導的に提供し、長期的な経済成長及

び社会的一体性にとって不可欠な新しい知の多くを創出している。 

 

高等教育の研究活動と研究人材養成に対する連邦資金のほとんどは、教育科学訓練省を

                                

2  HECS 最低割引率＝0.75×3,521豪ドル。 
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通して拠出されるが、連邦政府は保険老人医療省を通しても相当額の支援を行っている。 

 

大学における研究活動と研究人材養成に関する政策及び財政枠組みの主要な特徴は次の

通りである。 

・ オーストラリア研究審議会（ARC）3：独自の法律によって設置され、独立性が高

い。 

・ 研究人材養成と研究活動に対する業績に基づく資金配分。 

・ 研究活動と研究人材養成に関する管理報告による品質保証枠組み 

 

教育科学訓練省（DEST）所管の研究人材育成支援プログラムは、2002年に６億1,800万

豪ドルに達し、内訳は次の通りである。 

・ 研究人材育成計画（RTS）（５億 1,600 万豪ドル） 

・ オーストラリア大学院奨学金計画（8,500 万豪ドル） 

・ 国際大学院研究奨学金計画（1,700 万豪ドル） 

 

DEST が所管する大学の研究支援プログラムの内訳は以下の通りである。 

・ 機関助成計画（２億 7,100 万ドル） 

・ 研究基盤一括助成金（１億 1,400 万ドル） 

・ 体系的研究基盤計画（2002 年から５年間で２億 4,600 万ドル） 

・ その他の小規模プログラム 

 

オーストラリア研究審議会（ARC）が所管する個人及び研究者チーム対象の支援プログ

ラムは４億2,800万ドルに達し、内訳は次の通りである。 

・ 全国競争的研究助成プログラム。同プログラムは、次の２つから構成される。 

 －基盤研究や基礎調査を支援する「発見助成金（Discovery Grants）」 

 －他の大学・研究機関・産業との共同研究を支援する「連携助成金（Linkage grants）」 

 

2001年、革新に関する提言「オーストラリア能力向上計画（BAA）」において、５年間で

15億豪ドルに及ぶ直接資金の大規模投資が実施されることが明らかにされた。ARC の競争

的研究助成のための財源は5年間で倍増されて７億3,600万ドルとなり、大学における研究

基盤資金は５億8,300万ドル増額されることになる。さらに、共同研究センタープログラム

に対する助成の引き上げ（５年間で２億2,700万ドル）や商業化支援のための萌芽基金設置

（５年間で7,900万ドル）に関する決定がなされており、大学も利益を得ることが期待され

る。 

                                

3  http://www.arc.gov.au 
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（4）授業料及び貸付金 

国内の学部生は、HECS の義務対象となるかもしくは授業料を支払うことになる。その

大多数は HECS の義務対象となっている。大学は1998年以降、学部教育レベルのコースに

おいても、授業料負担の対象となる国内学生の数が、国内学生に割り当てられた総定員数

の25％を越えないことを条件に、国内学生から前納による授業料の支払いを請求すること

ができるようになった。しかし、2001年の段階で国内学生に対して学部レベルの授業料負

担定員を提供したのはわずか16大学だけであった。 

 

国内リサーチ大学院生は通常、研究人材育成計画（RTS）の下で HECS を免除されてい

るが、それ以外の場合は授業料を支払うことになる。一方、国内コースワーク大学院生は、

HECS の義務対象であるかもしくは授業料を負担している。大学は1994年以降、HECS 対

象でない国内大学院生から前納による授業料の徴収が可能になっている。しかし、看護、

教員養成、仮登録医師の基礎資格取得につながるコースは HECS 対象を条件に提供されな

ければならない。HECS 対象学生数と授業料負担学生数のバランスは1996年以降変化して

きている（付録資料３を参照のこと）。 

 

コースワーク大学院生は2002年１月から、前納授業料の支払いを目的とする実質無利子

の貸付金を受けられるようになった。この貸付金は大学院教育貸与計画（PELS）によって

支給される。貸付金は HECS と同様、収入に即して返済していくことが可能である。PELS

によって生じる債務は既存の HECS 債務に上乗せされ、その合計額が単一の債務と見なさ

れる。 

 

上記コースに在籍中の学生と入学生はいずれも、コース在籍中は各セメスターに大学の

設定する授業料の上限まで借り入れることができる。しかし、貸付金では住居費や生活費

は賄われない。PELS は現在のところ、公的助成を受けている大学及びそれ以外の４つの私

立機関に在籍する非リサーチ大学院生のみ利用可能である。 

 

第４節 機関ガバナンス 

前述の通り、各公立大学は所在する州もしくは準州において権能付与法によって法定機

関として設置されており、そこにはほとんどの場合、当該大学の目的が明記されている。

大学ガバナンスの仕組みをめぐる諸問題は主に大学及び州（準州）政府の責任である。 

 

大学のガバナンス及びマネジメントに対する責任は、一般にカウンシルやセネトといっ

た運営組織に付与されており、同組織は権限の一部を委譲していることもある。大学の行

政運営の責任は最高経営責任者として機能することの多い学長（Vice-Chancellor）にある。 
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大学の運営組織は、平均21名（15-35名）で、選出メンバー、公式メンバー、任命メン

バーから構成されている。ほとんどの場合、運営組織には、総長（Chancellor）、学長、そ

の他１-２人の公式メンバー、教員及び職員から選出された代表、学生から選出された代

表、主務大臣もしくは副総督職によって任命された複数メンバーが含まれている。任命メ

ンバーは政界、産業界あるいは地域社会から選ばれることが多く、議会あるいは運営組織

による任命の場合もある。 

 

大学運営組織の構造や役割の改革は、執行権を学長室に集中させようとする一般的動向

を背景に実施された。執行権の増大は一般的な運営機能の拡大を促すものであった。ほと

んどの機関で上級管理職の規模が拡大し、研究、教育・学務、国際関係、財源といった各

領域に対して特別の責任を有する学長代理職（ Deputy Vice-Chancellor and Pro 

Vice-Chancellor）が創設された。多くの大学において学術評議会が合理化され、戦略計画

の取組みを積極的に推進している。こうした展開は古い大学ヒエラルキーの回避につなが

りつつある。 

 

ガバナンスとマネジメントの体制は、過去10年における大学運営環境の変化に必ずしも

応えてきたわけではない。高等教育におけるいくつかの変化、すなわち高等教育供給の拡

大、収入源の多様化、商業活動の急成長、コンサルタント業の拡大と研究活動の商業化、

大学教育の海外輸出、情報・通信技術のインパクト等は大規模なものであった。 

 

優れたガバナンスは大学が適切かつ効果的に機能する上で必要不可欠である。高等教育

セクターに対して相当額の公共投資がなされていることを考えれば、大学の運営組織が適

切に構造化され、任務を担い、今後10年以上にわたって大学を主導していくのに必要な技

能と特性を備えた構成員を有するようにすることに対して、政府と一般社会が関心を向け

ることは正当なことである。 

 

大学のガバナンスとマネジメントに関するレビューが1995年に実施された。デイビッ

ド・ホア（David Hoare）による『高等教育マネジメントの再検討』（Hoare Review）は、大

学ガバナンス体制の欠点を指摘し、運営組織の役割の明確化と、運営組織の規模・構成・

構成員の任命方法の改革について提言を行なった。 

 

ホア・レビュー以降７年かけて、州（準州）政府は大学との協力によって改革を実効な

らしめたものの、いまだ改善には実質的な余地が残されている。アデレード大学が2002年

高等教育レビュー（Higher Education Review 2002）に対して提出した意見書には、現行の

ガバナンスとマネジメントの体制における以下のような４つの機能不全が指摘されてい

る。 



－ 14 － 

・ 多くの場合、特定利益集団と関係した運営組織内分裂による弱体化 

・ 運営組織と上級管理職との関係の困難さ 

・ 運営組織が変化に対して迅速に断固たる対応ができていないこと 

・ 運営組織が、監視及び公的なアカウンタビリティの役割を果たすべく、大学の活

動、とりわけ大学管理下の事業体の活動について適切に情報提供を受けることに

失敗していること 

 

しかし、なかには最高の実践（best practice initiatives）を主導的に推進し、運営委員会、

その構成員、運営執行部の役割と責任を明確化している大学も存在している。 

 

大学のガバナンスとマネジメントに関する現在の高等教育政策レビューでは、特定の諸

課題が取り上げられている。それには以下の点が含まれている。 

・ ビジネスや革新の機会に対する大学の投資能力を抑制している連邦政府及び州

（準州）政府の規制体制について 

・ 報告義務に伴う大学の負担について、そして公的なアカウンタビリティを担保し

ながらも官僚的形式主義を減らす方法について 

・ 多くの委員会、カウンシル、セネト等の非効率な構造、及びその役割と義務の明

確性の欠如について 

・ 労働争議関連について、特に高等教育セクターの労使交渉に関する中央による意

思決定で模範的交渉の手法を創出する上で、全国高等教育職員組合（National 

Tertiary Education Union）が全国レベルで担う「門番」的役割について 

・ 大学が、多様な雇用形態を決定する上で柔軟性を高め、業績管理への焦点化を強

める必要性について 

 

第５節 資産の所有権 

オーストラリアの公立大学は多額の資産を所有している。2001年末の時点で、高等教育

セクターは200億豪ドル以上の純資産を有していた。推定140億豪ドルとされる土地建物と

推定30億豪ドルの生産設備を含む総資産は260億豪ドルを越えていた。図書資産は20億豪ド

ル、総資産の８％と推定されている。しかしここで最も重要なのは、公立セクターが総資

産の18％、つまり純資産の23％にあたる47億豪ドル（2000年では44億豪ドル）と推定され

る現金及び投資金を所有していたことである。これは、同セクターの借入金５億9,100万豪

ドルの８倍以上に相当する（2000年の場合セクターの借入金４億2,600万豪ドルの10倍に相

当）。 

 

驚くことに大学は、より高レベルの資金調達に依存したり、手元資金を減らしたりする

ことなく資本資産に多額の投資を行なってきた。過去５年間で、大学による純資産への投
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資は総額47億豪ドルに達する。これは、現金及び投資金が11億豪ドル増加したこと、また

借入金がちょうど３億豪ドル増加したことが背景となっている。 

 

各大学の資産基盤はセクター内で極めて多様である。最も歴史のある大学のうち２大学

は2001年末にそれぞれ20億豪ドル以上の純資産を所有していたのに対し、他の３大学では

10億豪ドル以上であった。より小規模で新しい大学の純資産は相対的に少なく、12機関の

純資産は２億豪ドル以下であった。 

 

土地建物を中心とする固定資産は、その取得が個人による寄付、政府助成金、投資によ

る収益によるかどうかに関係なく、特別に債務を負っていない限りは大学に帰属する。一

般的に大学は、法の下で提供された土地や、自由市場で購入し、あるいは遺言や委託とい

う条件で受領した土地、建物、その他の固定資産を所有している。大学はまた、関係政府

の認可を得て官有地も保有している。法律下で提供された官有地や土地は所管の州大臣の

規制下にあり、その処分には大臣からの許可が必要となる。 

 

公立大学は、活動収益をその公共的な設立目的に向けるべきであるが、商業的な諸活動

にも従事することが可能であり、現にそうしている。州あるいは準州における法的枠組み

（各大学設置法）によって商業的活動に取り組む各大学の権限が規定されている。 

 

商業化を推進する大学の権限と制約に関してフィリップス・フォックス法律事務所

（Phillip Fox）4の実施した研究では、オーストラリア諸大学の商業活動が一般に「大学の

目的」、つまり大学の目標や関心の促進に制限されていたり、あるいは大学機能の遂行に関

連付けられていたりするということが明らかにされている。こうした制限は、企業の設立、

借入金や投資、土地（特に官有地）の取得・利用・売却に適用されている。 

http://www.dest.gov.au/highered/eippubs/eip01_19/reg_environ.pdf 

大学は知的財産（大学スタッフが産出するものを含む）の所有者として、一般法によっ

て商業目的のためにその財産を活用する権利が与えられている。 

 

大学は近年、投資計画を展開するために財政状況の洗練化に取りかかり始めてもいる。

大学は「リアルオプション」を利用して第三者パートナーと共にプロジェクトを展開し、

プロジェクトは大学による財源保証のない「簿外取引（off-balance-sheet）」としている。

固定資産全体との関連で見ると未だ大きくはないものの、スペースや設備の所有よりも賃

貸を進める動きが顕著になりつつある。 

 

                                

4  http://www.dest.gov.au/highered/eippubs/eip01_19/reg_environ.pdf 
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第６節 人材配置 

オーストラリアの大学は、効果的な教育・研究を推進する環境を構築すべく、スタッフ

の雇用や適切な職場関係の交渉に対して責任を負っている。平均で大学経常費の約60％が

給与や給与関連経費に当てられている。その比率は場合によってさらに高くなることもあ

る。 

 

高等教育機関は2001年、「フルタイム換算」で約83,800人のスタッフ（FTE）を雇用した。 

・ この FTE のうちほぼ 61,700 人分（74％）は終身のフルタイムスタッフであった。 

・ この FTE のうちほぼ 8,900 人分（12％）は、16,000 人の終身のパートタイムス

タッフから構成されていた。 

・ 残りの13,100人分の FTEは、一年を通じて様々な時期に雇用される非常勤スタッ

フであった。 

 

過去10年間でスタッフの総数はフルタイム換算（FTE）で7,800人（10％）増加している。

終身のフルタイムスタッフ数は、1999年に61,200人に減少するまで、1992年から1996年の

間に3,400人（5.5％）増加し、FTE は65,250人となった。それ以降、スタッフの数は、2001年

には FTE が61,700人へとわずかに増加したものの、1992年より100人少ない。一方、終身

のパートタイム及び非常勤スタッフは安定した増加をみせている（付録資料４を参照のこ

と）。 

 

非学術職に分類される職員のほうがより多い（FTE の55％）。男性スタッフは全スタッ

フの半数をわずかに超えているが（FTE の50.3％）、その内の56％は教員である。また女

性スタッフのわずか31％が教員にすぎない。 

 

大学は1993年以前、同セクターにおける実際の給与増額に対して連邦政府から給与補填

を受けており、その給与以外の要素は高等教育関連の財の値動きに応じて指数化された。

1994年以降、大学スタッフの給与（教職員ともに）は労働交渉プロセスを通して決定され

るようになり、そこでは給与の増額が生産性に関係づけられることになった。オーストラ

リア労使交渉委員会の設定する物価スライド制のセーフティ・ネット調整（Safety Net 

Adjustment）を超える給与増は、より高い生産性によって相殺される必要がある。 

 

歴代政府は1993年以降、事業体レベルにおける交渉強化に努めてきた。大学セクターは、

全国レベルの賃金交渉の範囲内で各大学における交渉を妥結させ続けている。1993年以降、

賃金交渉が３回実施されている。 

 

政府は、1999年に行なわれた３回目の賃金交渉において、効率性の向上を達成する各機
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関のニーズを反映した取組みを促し、各大学とそのスタッフとの直接的な関係を強化する

よう試みた。この実現に向けて、連邦政府は2000年１月から３年間にわたり、最高２億

5,900万豪ドルを提供する労使改革プログラム（WRP）を導入した。その追加資金は、大

学スタッフに対する２％の給与増に相当し、交渉過程、業績管理、コスト削減、自由裁量

収入の創出、生産性測定、柔軟な労働条件といった項目を含む14の基準のうち少なくとも

９つを満たすことが条件とされた。 

 

同プログラムはわずかな成功を見たに過ぎず、その労使交渉の成果は依然セクター全体

で均一である。全国高等教育職員組合（NTEU）は、組合員が大学教職員の３分の１に満

たないにもかかわらず、労使交渉の効果的な門番として活動し続けている。2001年、

83,800人の教職員のうちわずか26,000人のみが NTEU メンバーであった。 
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第２章 現行政策の背景 

 

連邦政府の高等教育政策は、持続的な全国展開、進学者アクセスの促進、複数の財政メ

カニズム、特定優先事項に対しての目標に基づく支援を背景に立案されてきた。 

 

2002年４月、連邦教育科学訓練大臣は、高等教育政策のレビュー「岐路に立つ高等教育」

を公表した。この高等教育レビュー（以下、『レビュー』）では、大学に対する政府の管理・

資金配分・支援の方法に関する広範な政策選択について徹底的に議論がなされることにな

る。『レビュー』の諸課題は多岐にわたるが、そこには多様性や専門分化の高まり、卓越性

の集中化、地方大学の役割と焦点の強化、財政が含まれている。一連の討議文書5が『レ

ビュー』の一環として提示されており、「大学のガバナンスとマネジメント」「質」「地方の

取組み」「財政」といった課題に関する議論を刺激するものであった。 

 

教育科学訓練大臣は、広範な公共の場における議論を経て、2003-04年度連邦政府予算に

おける考察に資するべく、2002年末までに政府に意見書を提出することになる。本節及び

次節では、『レビュー』によって検討されている関連する政策上の選択肢について述べる。

本文の大部分は政策文書及び討議文書から引用されたものである。 

 

第１節 国家及び地域経済における高等教育 

2001年、高等教育セクターは100億豪ドル以上の収益を創出するとともに、200億豪ドル

以上の純資産を所有しており、そのほぼ４分の１（47億豪ドル）が現金及び流動的投資で

占められていた。2000年のビジネス・高等教育ラウンドテーブル（Business/Higher Education 

Round Table）による委託研究は、高等教育がオーストラリア経済に毎年106億豪ドル、GDP

の約２％相当の貢献をしており、総合的には220億豪ドル以上規模の経済効果を与えている

と報告している。高等教育セクターはまた、留学生からの授業料収入によって11億豪ドル

以上を集める輸出の稼ぎ頭でもある。 

 

オーストラリアの大学は約83,800人を雇用し、スタッフの人件費、賃金外支出、純資本

経費を通して年間約87億豪ドルの経済貢献をしている。さらに、学生が教育及びその関連

活動において17億9000万豪ドルを消費する一方、大学スタッフがコンサルタント業収入を

通じてさらに7,050万豪ドルを補足している。先の研究では、オーストラリアの大学が研究

収入において年間11億8,000万豪ドル以上を取得し、これがオーストラリアの産業に約22億

3,000万豪ドルもの波及効果をもたらしていると推測されている。 

 

                                

5  http://www.dest.gov.au/crossroads/ 
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連邦政府は、高等教育セクターに対して64億豪ドル、予算支出の3.8％を提供している。

さらに重要な指標となるのはおそらく、高等教育への政府投資からの収益であろう。2000年

に行なわれた調査6によれば、高等教育投資から得られたオーストラリア政府の平均収益率

は約11％であった。これは、政府による高等教育支出のレベルを、卒業生の高所得から発

生する税金から得られた歳入と比較したバランスシート・アプローチを用いて算出されて

いる。より最近の調査（2002年）によると、1999年の高等教育進学者コーホートにおける

期待収益率は年間10.9％であった。明らかに、大学は所在する地域に対して重要な経済貢

献を行なっている。例えば、ニューカッスル大学の事例では、地域経済圏に創出される収

入に対する相乗効果は１ドルあたり６-８豪ドルであることが明らかにされている。 

 

連邦政府による高等教育投資には経済的収益が見込めるにもかかわらず、競合する公的

支出に対して需要が高まるにつれ、政府支出全体における高等教育費の立場は不安定に

なっている。社会的経費が GDP 比で増大することが見込まれる。主要な増大源になると思

われるのは、医療コストの増大やオーストラリア社会の高齢化に起因する医療費支出であ

る。その結果、高等教育は資金獲得のために競争を余儀なくされることになる。おそらく

高等教育の公的財政は引き続き厳しい財政的制約に直面し、追加資金は公的負担だけでな

く私的負担も必要としなければならなくなる。 

 

第２節 経済社会発展における現在及び将来の役割 

政府は、高等教育を人間や社会の可能性を実現し、知識を向上させ、社会的経済的進歩

に貢献するものと見なしている。オーストラリア高等教育の主要な目的は以下の通りであ

る。 

・ 個人が自らの能力を最大限の可能性まで発達させることを促し可能にすること 

・ 個人が生涯にわたって学習することを可能にすること（個人の成長と達成、労働

力への効果的参画、社会に対する建設的貢献のため） 

・ 知識や理解を向上させること 

・ 経済及び社会のために知識及び理解の応用を支援すること 

・ 個人が、地方、地域、全国レベルで順応性のある知識基盤経済のニーズに応じて、

順応し学習することを可能にすること 

・ 民主的な市民社会に貢献し、寛容さやそれを支持する議論を促すこと 

http://www.ecom.unimelb.edu.au/iaesrwww/mipub/mied2.pdf 

 政府の高等教育政策における包括的な目標は以下の通りである。 

・ 機会を拡大すること 

・ 質を保証すること 

                                

6  http://www.ecom.unimelb.edu.au/iaesrwww/mipub/mied2.pdf 
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・ 多様な学生のニーズや産業の需要に対する大学の対応力を向上させること 

・ 国家的革新に対し、知識基盤でかつ大学による貢献を促すこと 

・ 公的財源の費用効率の高い活用について公的なアカウンタビリティを担保する

こと 

 

高等教育は、グローバル経済におけるオーストラリアの立場を確たるものにする上で重

要な役割を果たすと見なされている。政府によれば、多様な高等教育システムは、オース

トラリアがグローバルな知識基盤経済や国際的な高等教育市場において競争上の優位性を

最大化するのに役立つものである。近年、オーストラリアでは多くの「世界クラス」の大

学を発展させることが要請されつつある。公的支出をめぐって高等教育がその他の強力な

需要と競争せざるを得ない環境において、連邦政府はグローバル市場における卓越性を目

指すオーストラリアへの理解は伝えるのは難しくも重要な概念であると考えている。 

 

政府は、大学が多様性、専門化、地域への取組みを通して国の経済社会的な目標の達成

に貢献し得ると信じている。大学は現在、地方に位置づく多くの地域社会において重要な

存在である。地域連携は、高等教育機関が地域社会の社会・経済・文化の発展に貢献する

のに役立ち得るものである。例えば、地域社会サービスにおける特色ある連携は、高等教

育機関が、広範な全国や地域、さらに社会や文化における課題に貢献する効果的な機会を

提供している。 

 

第３節 中心的な財政政策課題 

過去10年間、高等教育セクターが真に生産性向上を実現するよう求める圧力が高まりつ

つある。概して、オーストラリアの大学への公的資金レベルは長年、主要な問題点となっ

ており、この問題は『レビュー』への意見書の大半で取り上げられている。歴代政府によっ

て、大学はその資金源を多元化し増大させるよう促され、そのための自由も与えられてい

る。外国人学部生、国内及び海外からの大学院生の価格協定の規制緩和や、国内学部生に

対する授業料請求の制限緩和がなされてきた。学部学生の定員外入学に対しては資金が最

低限しか供与されていない。また、研究の商業化、コンサルタント業、その他の財源によ

る非政府収入の獲得が奨励されインセンティブが与えられている。 

 

しかし、オーストラリアの高等教育機関の教育・学習活動に資金提供を行う現行モデル

に対して不満が広がっている。現行の経常費アプローチは、資金が「万能サイズ」モデル

（”one-size-fits-all” model）に従って分配されていることを意味する。各機関がステーク

ホルダーのニーズに感応的でいられるように、コース提供を多様化あるいは専門化したり、

地域社会と協働したり仕向ける実質的なインセンティブは存在していない。 
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また、過剰在籍に対する現行の資金配分は問題を孕んでいる。必ずしもすべての大学が

柔軟性を生かして責任ある行動をしているわけではない。ある大学では、満たされていな

い需要に対処しようと、効率的な業務遂行能力を越えて大量に入学者を受け入れてしまっ

ている。別の大学では、限界助成（marginal funding）を短期的な収入源として扱っており、

潜在的に財政圧力を悪化させる限界資金に過剰に依存する危険性がある。 

 

こうした「万能サイズ」モデルでは多様化の著しい大学の役割や環境が考慮されていな

い。大学のなかには、マネジメントによっては統制し得ないような本質的比較劣位の条件

下で運営している大学もある。 

 

『レビュー』は、オーストラリアが追求する高等教育について考え、方針の枠組みを提

示している。11の方針のうち２つは財政政策の諸課題を直接的に扱ったものである。オー

ストラリアが必要としているのは、費用効率が高く公的に説明責任を果たしている機関か

ら構成される持続可能な高等教育システムである。大学の費用対効果は、大学に提供され

る財源を効率的に活用し意図された結果を達成することに関係している。こうした目標に

基づいて導かれる課題は、大学のような複雑な組織においては重要であり、資本開発、商

業化の取組み、機関内で提供される科目数やユニット数といった幅広い活動に適用される。 

 

大学には、公的な説明責任に基づいて、提供された財源を適切に管理することが求めら

れる。高等教育機関は、多額の公的資金と私的投資の受領者として各ステークホルダーに

対して説明責任を有している。大学の方針や活動は透明性を有し、分析に開かれているこ

とが必要である。 

 

現行の「万能サイズ」モデルは、卓越性、多様性、学生選択に制限を加えるものとして

厳しい批判に晒されている。『レビュー』の過程で、４つの新しい一般的モデル7が検討材

料として提示された。 

http://www.dest.gov.au/crossroads/pubs/setting_firm_foundations/settingfirmfoundations.pdf 

これらすべてのモデルにおいて、学生は収入条件付きの貸付金を利用することになる。 

・ 専門分野に基づくモデル（現行モデルの変種） 

・ 授業料の規制緩和 

・ 定型的な学習資格（learning entitlements） 

・ 多様な学習資格 

 

研究費の資金配分もまた再検討の対象となっている。公的資金を受けて実施される研究

                                

7  http://www.dest.gov.au/crossroads/pubs/setting_firm_foundations/settingfirmfoundations.pdf 
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の多くが大学外部で行われており、経済的かつ戦略的な理由から、公的資金による研究に

対して全国共通のアプローチを採ることは妥当なことである。 

 

オーストラリア高等教育における研究政策の枠組みは1999年に全面的な検討の対象と

なった。その結果、2001年に高等教育レベルの研究プログラムに対して大幅な改革が導入

された。『レビュー』に対する意見の中には、今次の改革プロセスの結果の定着を図り、適

切に評価する時間が必要であるとするものがある。その他、公的資金を受けた研究成果を

最大化するのにさらなる改革が必要であるとも主張されている。改革の提案は、必要性に

基づく３つの領域に焦点が置かれている。 

・ 研究に対する資金提供レベルの引上げ 

・ オーストラリアで公的資金を受けるすべての研究組織を通じて一貫性、調和、連

携の向上を図るあり方の模索 

・ 公的研究資金の配分方法の改革 
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第３章 政策手段の内容 

 

連邦政府は、大学への資金提供から一定の成果、すなわち、利益を受けるすべての者が

都合のよい方法と時間に参加し、利用者の選択が拡大され、国家的革新への貢献が強まり、

組織的な柔軟性を通して感応性と多様性が実現することを期待している。 

 

オーストラリア政府のような政策統制を行なう中央政府を有している連邦制はほとんど

ない。多くの国々のように、こうした統制を「緩衝」機関が仲介するわけではない。連邦

政府の重要な役割は、1974年に州政府が高等教育財政に対する全責任を譲渡したことに由

来している。第２章で記したように、連邦政府の高等教育に対する政策手段は現在、検討

の対象となっており、本章で論じられる特定の手段は2003年に大幅に変更されることにな

るかもしれない。 

 

第１節 法的要件及びその他の要件 

大学に多額の公的資金が提供されていることを考えれば、大学が規制を受け、公的なア

カウンタビリティのためにモニターされることはまったく妥当なことである。アカウンタ

ビリティの枠組みは、大学が次の主要なアカウンタビリティの諸要件を満たしていること

を連邦政府に対して保証しようとするものである。 

・ オーストラリアの学生に対する高等教育提供が少なくとも最低限のレベルで満

たされていること 

・ 資金を慎重に使って連邦政府の求める成果を効果的に提供すること 

・ 質の保証 

・ 大学運営や意思決定が真摯になされていること、特に地域全体の学生に対する公

平で透明性のある進学機会の提供、大学の研究活動と商業ベンチャー、戦略的意

思決定が真摯に実施されること 

 

高等教育機関を対象とした連邦政府のアカウンタビリティ枠組みにおける主要な要素の

一つは「教育プロファイル」である。 

 

（1）教育プロファイル 

教育プロファイルは、大学活動に関して記述したものであり、連邦大臣の認可した様式

によって大学から提出される。毎年のプロファイル過程は高等教育資金法（HEFA）にお

いて定められている。連邦政府はこれによって、高等教育セクターの財政的健全性や各機

関が補助金の条件に従って連邦政府資金を使用していることを確信することができる。大

臣は、各大学の教育プロファイルに基づいて経常費補助金を決定することになる。 
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大学は、プロファイルの交渉プロセスにおいて、公的なアカウンタビリティのために一

連の報告書や計画を連邦政府に提供するよう求められる。大学は学生規模データ（student 

load data）も提供し、これによって、歴史的背景（historical input）に基づく資金提供モデ

ルと合わせ、大学の経常費補助金レベルが決定される。各大学との年次プロファイル会議

は、連邦政府と大学にとって、こうした文書資料の検討に加え、現出しつつある問題につ

いても議論する機会となる。 

 

高等教育資金法（HEFA）にしたがって、大臣は各高等教育機関との協議の後、教育プ

ロファイルの承認を決定する。2002年の文書・データの要求内容は以下の通りである。 

・ 戦略計画 

・ 研究及び研究者養成に関するマネジメント計画 

・ 資源管理 

・ 成果及び実績 

・ 質保証・改善計画 

・ 機会均等計画 

・ 先住民教育戦略 

 

2002年の教育プロファイル会議における文書・データの提出項目は付録資料５を参照さ

れたい。また、プロファイル過程を表したチャートは付録資料６に添付されている。同

チャートは、プロファイル過程を構成する、大臣、DEST、大学、州・準州政府（合同計画

委員会）の多様な相互連関を表している。 

 

（2）監査済み財務諸表 

オーストラリアの大学はすべて、暦年に基づいて運営されており、財務諸表もそれに基

づいて作成される。HEFA において、大学は翌年６月30日までに、財務諸表に有資格会計

監査官による財務報告書を添えて大臣に提供することが義務付けられている。 

 

大学の財務諸表は、DEST が準備したオーストラリア会計基準及び財務報告ガイドライ

ンに従って作成される。年度財務諸表の作成ガイドラインは毎年大学に配布される。ガイ

ドラインは、総長及び（または）学長に対し、連邦政府による財政拠出が HEFA において

設定された目的のために使用されていることを公式に保証することを義務付けている。ま

たこれによって、当該の州及び準州の会計監査官（Auditor-General）が、補助金拠出のた

めに連邦政府が求めるデータを大学の財務諸表の一部として精査・保証することが可能と

なる。 

 

会計監査官（連邦・州・準州）は、管轄内に所在する大学の年度財務諸表の監査を行う。
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監査後の財務諸表は、各大学の財務実績の監視、統計的情報の提供、連邦政府の補助金拠

出（すなわち、HEFA にしたがって、経常費補助金以外に特定目的のために拠出される補

助金）のために利用される。 

 

連邦政府による財務報告の要請項目は、主として州・準州側のそれと異なるため、大学

との間で特に論点となっており、現在の『レビュー』においても提起されることになって

いる。 

 

（3）教職員・学生に関する統計データの提供 

HEFA の規定によって、連邦大臣は大学に対して教職員、学生、ユニット及びコース、

収支、研究活動に関する統計データの提供を求めることができる。データは DEST がオー

ストラリア統計局の協力を得て収集・刊行し、連邦政府によってアカウンタビリティ、プ

ログラム運営、公共政策の立案を目的に要請される。また、教職員と学生に関する統計デー

タは、『高等教育機関の特徴と業績指標』8の一部として公開されている。 

 

『レビュー』に対する多くの意見書では、連邦政府の報告要請に関して大学が担う負担

が強調された。連邦政府は、現行の政策環境にふさわしいアカウンタビリティの担保と両

立し、規制に関わる負担やアカウンタビリティ要件を最小限に抑える必要性を認めている。 

 

（4）留学生へのサービス提供機関に対する要件 

留学生に教育サービスを提供している機関（公私共に）に求められる要請事項は、「2000年

留学生教育サービス法（ESOS）」に示されている。ESOS 法及び関連法の目的は、学生ビザ

で来豪する人々の利益を保護することにある。大学及び他の自己認証高等教育機関は、

ESOS 法のいくつかの規定を免除されている。 

 

（5）オーストラリア大学質保証機構（AUQA） 

AUQA の中心的活動には、オーストラリアの大学や他の自己認証機関の活動に対する質

保証の取組みに関する定期的監査のシステム運営や、そうした取組みの監視、検討、分析、

公的報告書の刊行が含まれている。AUQA は、教育や学習の質や研究の質よりも質保証の

プロセスに焦点をあてている。AUQA はオーストラリアの大学に対するアカウンタビリ

ティ枠組みの一部を形成している。 

 

『レビュー』への意見書の中には、AUQA 設置が連邦政府のいくつかの要請事項を撤廃

する機会となると指摘するものがある。AUQA 自身、その活動が他機関の活動と重複する

                                

8  http://www.dest.gov.au/highered/statpubs.htm 
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可能性があると主張している。AUQA の活動の役割とその範囲は、アカウンタビリティ要

件を合理化し、官僚的形式主義を最小限に抑えるあらゆる取組みにおいて考慮される必要

があるだろう。 

 

第２節 方向づけアプローチ、権限委譲アプローチ 

歴代政府は10年以上にわたって、大学に対して自律性と柔軟性をより多く与えることを

目的とした施策を導入する一方、全体の管理やマネジメントに対して責任を持つよう求め

てきた。財源に関する意思決定の責任は、過去10年間で完全に大学が握るようになってい

る。 

 

1989年度予算において単線的な経常費補助金が導入され、大学は、広範な目的に沿う形

で自らの財源の有効活用について決定する柔軟性が与えられた。1990年には、経常費補助

金全体が大学の多様な専門分野構成を反映できるように、大学への資金提供を調整するた

めの基盤となる相対的資金配分モデル（Relative Funding Model）が開発された。この相対

的資金配分モデルにおいては、異なる専門分野に対するコスト面の差異が認識されている。 

 

1994年以降、高等教育における資本補助の大部分は、機関レベルの経常費補助金の中に

組み込まれるようになった（すなわち「資本組入れ要素」）。それ以前、連邦政府は、諸計

画や予算を厳密に精査した上で、プロジェクト単位で資本プロジェクトに対する資金提供

を行っていた。資本補助の経常費補助金への組入れは、連邦政府が大学の資本プロジェク

トの管理運営に密接にこれ以上関与しないこと、資本管理の意思決定に対する責任が基本

的に機関自身にあることを意味している。連邦政府からの補助金支出に対するアカウンタ

ビリティを果たすため、機関はプロファイル文書作成の一部として資本管理計画を作成す

ることが要請されている。 

 

先述のように、連邦政府は大学の機関自治を推奨し続けており、ほとんどの場合連邦政

府が求めるアカウンタビリティ要件は教育プロファイルの過程を通じて満たされる。 

 

第３節 先行的アプローチ、予防的アプローチ、反応的アプローチ 

連邦政府は、大学にとって主要な資金源であり、機関の財政的健全性の査定において先

行的であることが必要である。現在、連邦政府は法令遵守と実績査定を組み込んだ明確な

財政モニタリングの枠組みを適用している。財務実績のモニタリングには、過去の財務実

績及び３ヵ年財政予測の分析、高等教育セクターのベンチマークへの指摘9が含まれる。 

 

                                

9  http://www.dest.gov.au/archive/highered/otherpub/bench.pdf 
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近年の経験によれば、財政モニタリングはそれ自身潜在的な問題の予測には不十分であ

り、実際の失敗や潜在的な失敗の原因究明にはあまり役立たないことがわかっている。原

因のいくつかは、リーダーシップとマネジメント、ガバナンス、需要と供給要因、構造的

なコスト能力不足であることが明らかにされている。 

 

現在、これまでの経験と現在の『レビュー』を考慮しながら、機関パフォーマンスの監

視枠組みを組み込んだアカウンタビリティ枠組みが開発されつつある。同枠組みには、資

源（スタッフや資産を含む）マネジメント、リーダーシップ及びガバナンス、需要と供給、

質が含まれることになる。アカウンタビリティ枠組みの他の二つの側面は、法令遵守の義

務と有効性（成果）となろう。 

 

DEST はすでに、全大学の多くの領域にわたって一連の指標を刊行しており10、いかなる

新しい枠組みにおいても既存の情報ベースが利用されることになろう。 

・ 学生：在籍、進学率、修了者、学習形態、機会拡大対象集団、人口統計、コース

経験、卒後進路、卒業時一般技能 

・ 教職員：数、レベル、年齢、機会拡大対象集団、学生・教職員比率 

・ 研究：研究収入、出版物、高等学位修了者 

・ 財政－収入、EFTSU 単位収入、利益率、流動比率、純資産、非政府収入比率 

 

第４節 優れた実践ガイダンスの開発と推進 

連邦政府は、DEST の所掌するプログラムを通して、高等教育政策に関連する多くの領

域で優れた実践の開発と推進を目的とした資金提供及び支援を行っている。 

 

「再構築・合理化プログラム（R&R）」は1998年から2001年にかけて実施された。同プロ

グラムの目的は、大学に対して、長期的な効率をもたらす大規模な合理化や再構築に要す

るコストを支援し、それによって高等教育セクターの効率性を増大させ環境変化や競争的

機会に対する各機関の対応能力を高めることであった。同プログラムは、大規模な再構築

に対して自らの財源から資金拠出できない機関を支援するために計画されたものであった。 

 

「評価・調査プログラム（EIP）」は、実績を評価し、オーストラリアの高等教育政策に

とって国家的重要性を有する諸問題について調査を行う調査・研究プロジェクトに対して

資金提供を行っている。EIP プロジェクトは、研究者、高等教育機関、連邦政府に共通の

関心領域における共同事業である。 

 

                                

10  http://www.dest.gov.au/highered/statpubs.htm 
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過去３年間、高等教育における優れた実践を推進すべく、様々な調査・研究プロジェク

トが EIP の下で行なわれた。それは以下の通りである。 

・ 図書館及び情報技術活動に対する活動基盤の原価計算 

・ オーストラリア高等教育セクターを対象とした原価計算方法の開発研究（Ernest 

& Young） 

・ ベンチマーキング：オーストラリアの大学向けのマニュアル（McKinnon, Walker & 

Davis） 

・ 二大学間共同サービス体制の実施から利益を得る可能性を最大化し得るプロセ

スを明らかにするための共有サービスの取組み（Deloitte Touche Tohmatsu） 

・ オーストラリアの大学における戦略的計画（Anderson, Johnson & Milligan） 

・ 法人サービスの顧客重視化（Edith Cowan University） 

・ これらの報告書及びその他多くの報告書が DEST のウェブサイト 11で公表されて

いる。 

 

また、連邦政府や州政府は、大学におけるリスク管理、特に商業的活動に関して細心の

注意を払っている。大学は、政府から収益基盤を多様化し増大させるように促され、研究

や知的財産の商業化を含む様々な商業的活動に従事している。大学の行う商業活動のうち、

特に研究の商業化は、特許を得た技術が実際に市場で成功するのがごく一部であることか

らも本質的に高いリスクを背負っていると言える。連邦政府側は、大学に、研究の商業化

を管理する戦略について「研究及び研究者養成マネジメント報告」（Research and Research 

Training Management Report）の提出を大学に求めている。これによって、「より優れた実

践」アプローチを明らかにし共有する機会が提供されることになる。 

 

州政府はいずれも、大学が適切なリスク管理戦略や計画を開発するよう促し、大学の商

業的活動が適切に管理されていることを公に保証するための法的あるいは報告の枠組みに

ついて再検討を行っている段階にあるか、あるいはすでにその作業を終えたところである。 

 

第５節 機関管理陣のマネジメント開発 

連邦政府は、大学自身による学内の人員配置や管理体制の運営を認める政策に沿って、

大学に対するいかなるマネジメント開発プログラムにも直接的に関与することはない。し

かし、連邦政府は公立大学における労使改革を推進している。労使改革プログラム（「第１章

第６節 人員配置」の項を参照）は、大学が学生に対してより質の高い効率的なサービス

を提供するという重要な改革に取り組み実施するのであれば、大学スタッフの給与増に資

金提供を行うことを目的に導入されたものである。大学は、同補助金を得るために、労使

                                

11  http://www.detya.gov.au/highered/pubgen/keyw/pubskeywatog.htm,  

   http://www.detya.gov.au/highered/eippubs.htm 
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関係と管理運営において実質的な改革を実施する意思のあることを示さなければならない。 

 

同プログラムからの資金提供は二つの段階でなされた。第一段階では、大学は運営方法

において柔軟性と改善を促す枠組みを有していることを示す必要がある。第二段階では、

大学は改革が実施されていることを示す必要がある。 

 

連邦政府は大学の効率性や有効性にも強い関心を示している。『レビュー』の一部として、

生産性委員会（Productivity Commission）は、資源配分やマネジメントに関する国際比較研

究を行っている。同研究の報告書案は2002年10月に提出される見込みである。 

 

オーストラリア学長委員会（AVCC）と各大学は教職員資質開発プログラムを実施して

おり、これには機関マネジメントに関するものも包まれている。大学の企業的性質がます

ます高まっているため、高等教育セクターには一般に、上級スタッフのマネジメント技能

を強化する必要性の認識が存在する。 

 

大学も、自らの商業部門が直面する課題を認識し、その有効性の向上に動き出している。

大学は現在、組織構造や商業部門の取組みについて再検討しており、高度のマネジメント

力及び起業家的技能を有する人材を上級管理職レベルに雇用している。また多くの大学が、

商業的専門知識を確保するため、商業部門の理事会（Boards）に産業界の指導者を招聘し

ている。 

 

第６節 機関モニタリングの体制 

大学は、法律によって、学生の授業料に関するガイドラインを遵守し、監査済みの財務

諸表や、大臣の求める統計やその他の情報を提供することが求められている。統計データ

集は極めて包括的で高く評価されており、オーストラリアの公立大学に在籍する学生、教

員・研究者や職員、財政状況、研究支出に関する一連のデータを提供している。学生、ス

タッフ、財政に関するデータの概要が毎年刊行されており、大学の実績に関する国民の分

析に供されることになる。 

 

連邦政府は、下記の事項を組み込んだ明確な財政モニタリングの枠組みを有している。 

・ 法令遵守：監査済み財務諸表に基づく補助金の適正使用と拠出。財務諸表の監査

については州が責任を負う。 

・ 実績：過去の財政実績及び状況、財務予測、資源活用の効率性と有効性 

・ 資本投資：資本投資のレベルと資金調達の方法 

 

連邦政府は、主に監査済み財務諸表を評価することにより、高等教育機関の財務状況を
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監視している。連邦政府は、監査済み財務諸表が過去の情報を明らかにするだけであるた

め、主要な財務指標で動向を検討するのに役立つ資源解析・予測モデルも同様に用いる。

財務予測の実施やそれをプロファイル交渉の一部に組み込むことは法的要件となっていな

いものの、財務予測は統合的な財政監視枠組みの一部として組み込まれており、連邦政府

の保証能力を強化するのに寄与している。 

 

大学の財政的健全性は、ある年の活動結果が黒字か赤字かというだけでなく、様々な指

標を用いて監視される。財務分析には、主要な財務上の比率や手段を用いた各機関の財政

的安定性や流動性の査定が含まれている。査定には、収入・支出行動に見られる傾向や変

化の分析、商業的運営がもたらす影響を含む機関の他の活動、会計施策の一貫性、基準外

の特別項目、監査資格の再検討も含まれる。 

 

財務予測モデルは、最新の監査済み財務諸表から得られる情報を基盤とし、それらに多

くの学内条件を加味しながら、部外秘データ（例えば、入学者予測や資本投資）及び一般

に利用可能なデータを組み込んで３年間の予測を行うものである。 

 

最近の財務諸表や３年間予測に見られる傾向は、特に明確化が必要である場合や中長期

的傾向について懸念が生じている場合、分析の対象となり大学と議論が行われる。この予

測行動の目的は、できるだけ早く警告的シグナルを明らかにし、各機関の長期的な財政的

実行可能性のための機関戦略について議論を開始することである。この戦略は事前に諸問

題や実質的リスクを明らかにし、「救済措置（a bail out）」を発動する必要性を回避すべく

行動することを目指している。財務予測は極めて機密性が高く、DEST の部外秘の作業文

書として扱われている。 

 

この財務予測は単に警告シグナルを発することを意図したものであり、DEST は予測数

値に重点を置いているわけではない。大学収入の平均40％は非政府筋から得られているが、

DEST は様々な活動を行っており機関ごとに大きく異なる大学のコスト構造を熟知してい

るわけではないと言わなければならない。それでもやはり、連邦政府は、大学が商業的活

動に伴う財政的･商業的リスクを慎重に管理していることに確信を得たいと考えている。大

学は、オンショア及びオフショアの留学生からの授業料収入に（概して）依存しているこ

とを考えれば、サービス提供に要するコストの正確な査定、授業料設定及び為替相場変動

の査定、対象国における市場シェアをめぐる競争、対象国の経済情勢、市場調査の正確さ

といったことと関連している財政リスクを注意深く考察し管理しなければならないだろう。 

 

連邦政府はまた、大学の商業活動を担う事業体に関心を示しており、大学の管理下にあ

る事業体が大学の財政状態に深刻な悪影響を与えているか否かについて定期的に査定を
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行っている。総体として、運営に対して管理事業体が与える財政的影響は、大学と統合事

業体の財務諸表を比較することによって査定される。各管理事業体の運営に関しては、必

ずしも情報が入手できるとは限らない。DEST が総体として統合企業体に関心がある場合

は、当該大学から個々の管理事業体に関する情報を含む情報をさらに要求することになろ

う。 

 

先に「先行的アプローチ、予防的アプローチ、反応的アプローチ」の項で言及したよう

に、最近の経験によれば、財政モニタリングはそれ自体不十分である。大学の自律性への

不当な干渉や行政上あるいは規制上のさらなる負担を課すことなく、より広範な機関モニ

タリングを実施する必要があると認識されている。DEST の課題は、包括的な枠組みを発

展させ、アカウンタビリティ枠組みの中で個別かつ比較的にオーストラリアの高等教育機

関の全体的パフォーマンスを総合的に分析･報告することである。 

 

2002年、原型となるパフォーマンスの枠組み開発において進展がみられた。その「暫定

的実績管理査定（Interim Performance Management Assessment）」モデルは以下の３つの主要

な査定に基づくものである。 

・ 需要･供給 

・ 質 

・ 財務管理 

 

2002年に用いられた査定の枠組みモデルについては付録資料８を参照されたい。各査定

は一連の適合的な業績指標を利用しており、以上の３つの査定はすべて共通の記述的統計

データ及び財務データに基づいている。需要･供給、質、財務管理の査定は、統合されて全

体的な機関実績の査定が行われるように意図されている。こうした総合的な機関実績の査

定は2002年のプロファイルの一過程として組み込まれたが、まだ十分に評価されてはいな

い。 

 

教育プロファイル会議は、連邦政府及び大学がモニタリング枠組みから生じた諸問題に

ついて議論する機会を定期的な構造の中で提供している。しかし、必要があれば、各大学

との協議の機会が当該年度内に別に設けられることもある。 

 

大臣は、連邦政府を代表して、モニタリング体制の結果に基づいて行動する最高権限を

有している。大臣は通常、DEST の助言に従って行動するほか、州政府官僚、上級大学運

営陣やスタッフ代表者、大学運営組織のメンバーといった関係するステークホルダーと協

議を行って行動する。連邦政府はこれまで大学の財政問題や他の問題に直接介入すること

はなかったが、その代わりに大学に対して改善策を採用するよう促していた。また、連邦



－ 32 － 

政府と州政府は協同して、大学が必要な改革を実施できるよう支援することもある。 

 

州･準州政府は各機関に対する監視を行い、多くの場合、大学の監査済み財務諸表に加え

て実績情報を要求する。州･準州の会計監査官も、自らのイニシアティブあるいは関連する

州大臣の要請に基づき、大学運営について特定の法令遵守及び実績の監査を行う。 
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第４章 財政的実行可能性の確保 

 

先述のように、州及び準州は、２つの公立大学を除いて、所轄内のすべての大学に対す

る法的責任を有している。公立大学の資産や債務は、各州･準州の政府財務報告の全体に影

響を及ぼす。法定組織であるという理由から、公立大学が州･準州に対して債務を無制限に

託すことは合法的である。したがって、特に大学の借入金が各州･準州にとって懸念事項と

なるのは当然である。州･準州政府はまた、公立大学の資産売却、特に土地･建物や投資物

件を精査の対象とすることができる。 

 

近年注目を集めるもう一つの懸案事項として、大学の商業的活動の結果生じる大学のリ

スクの摘発がある。過去10年間で、大学は収入基盤を大きく多様化し増大させてきている。

1990年、連邦政府の総支出は約36億5,000万豪ドル（HECS を除けば34億豪ドル）で、高等

教育セクターにおける収入（48億6,000万豪ドル）の75％を占めていた。しかし2001年には、

連邦政府の総支出は62億豪ドル（HECS を除けば44億豪ドル）であり、同セクターにおけ

る収入（101億8,000万豪ドル）の61％を占めている。これは、上記期間に非政府財源によ

る収入が4倍（９億6,000万豪ドルから38億円へ）に増加したという点で極めて大幅な増加

であった。 

 

第１節 財政運営とガバナンス問題の登場 

公立大学は、国内外の私立高等教育機関や他大学との競争激化に直面している。オース

トラリア、英国、ドイツ、イタリア、日本、韓国、ニュージーランドといった先進世界の

多くの国が、高等教育の大規模な見直しの実施段階もしくは検討段階にあるというのは偶

然の一致ではない。生涯学習、高等教育供給における国際競争、より質の高い教育を求め

る需要の高まりによって、今後10年間にわたって高等教育機関の資金調達やガバナンスに

大規模な改革が迫られることになると予想される。 

 

オーストラリアでは、政府の政策によって、高等教育セクターにおける競争が促され、

利用者の選択が高められてきた。このことは、研究資金の大部分が業績基盤のフォーミュ

ラや競争入札を通して配分されていることに反映されている。2001年、連邦政府は競争的

査定プロセスを通じて2,000人分の学部学生定員の分配を行った。大学はこれまでよりも不

安定な予算環境に直面しており、予算による収入レベルが支出計画に見合うレベルに達し

ないというリスクが増大している。 

 

公立大学は収入基盤を多元化させるという課題に直面しているが、その成功レベルは

様々である。ほとんどの公立大学は、非政府収入を獲得するために特別に新たな活動に取

り組むことに加え、現在の活動に対する私的支援を受けることで非政府収入を増加させて
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いる。収入源の多元化が大学の公的活動を犠牲にして進んでいるわけではないものの、そ

れによって学術事業の本質が変化しつつある。公立大学が公共財や公共サービスの提供か

ら私的便益の提供へと比重を移しつつあると認識されている。さらに、公的資金が場合に

よっては商業的活動のために用いられる可能性があり、大学の商業部門に対する公的なア

カウンタビリティが欠如しているとする懸念もある。 

 

大学の商業的活動は収入基盤に貢献し得るものであり、競争力を開発し維持しようとす

る大学において重要度を増しつつある。商業的活動は大きく以下のように分類できる。す

なわち、授業料負担学生、授業料負担の短期コース、学術プログラムの支援サービス（例

えば、修学旅行、託児施設、医療センター、図書館、スポーツ施設）、補助的活動（劇場、

美術館、博物館）、その他のサービス（例えば、印刷、書店、コンピューター施設、カウン

セリング）、商業的研究（例えば、委託研究、コンサルタント業、実験室・実地試験、IP

の商業化）、不動産である。 

 

このため、大学には透明性のあるアカウンタビリティ体制と上級スタッフの強力な財務･

マネジメント能力が必要となる。大学は、商業的活動を担当する上級スタッフの商業マネ

ジメントに関する専門知識を強化することによってこの要請に対応している。 

 

大学は、以下のような一連のリスクに対しても注意しなければならない。 

・ 商業的側面：大学の十分な管理下にない商業事業体に少数者が参加することによ

る暴露（exposure） 

・ 財政的側面：潜在的な投資損失、公共責任、業務上の過失、名誉毀損、資産損失 

・ 名声的側面：留学生に対する低い入学要件・甘い成績評価、オフショア・フラン

チャイズ運営の低い質 

・ 法的側面：設立認可、規制、法的枠組みの範囲外の活動、報告要件の非遵守、サー

ビス提供に対する補助金配分による競争的中立性違反 

 

ほとんどの大学において、財務実績に対するリスクマネジメントとアカウンタビリティ

のメカニズムが確立されている。大学は、商業的活動に関連する諸問題、例えば金銭的利

益の公開や入札委員会等への対処目的とした透明性の高いプロセスや構造を構築している。 

 

大学は、政府資金への過度の依存から生じるリスクを軽減すべく、収入基盤を多元化し、

商業的活動に取り組んでいると主張する人もいる。しかし、大学は、商業的活動の取組み

が増えるにつれてより高いリスクに晒されるようになったとする見方が一般的である。 

 

公立大学が多くの領域で成功を収める一方、以下の点については引き続き重点を置いて
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取り組む必要がある。 

・ 収入を増加させるとともにその制限内に支出を抑えるための戦略を開発し運営

すること 

・ コストに対する理解を促進し財務情報報告を向上させるための財政及び管理シ

ステムを改善すること 

・ 収入源の拡大と多元化に伴う財政や質の危機を管理すること 

・ 特に小規模機関による授業料全額負担学生の拡大や同学生に対するサービス提

供のためのフランチャイズ体制の拡大に伴う財政や質の危機を管理すること 

・ インフラ資産管理を行い、資本支出計画を管理すること 

・ 知的財産権の商業化を効果的に管理すること 

 

第２節 財政運営及びガバナンスの課題への対応 

州・準州政府は、大学の商業的活動に対するアカウンタビリティ及び報告義務を厳しく

することによって社会の多様な関心に対応してきた。各州の会計監査官は、公立大学に対

する厳格な規制及びアカウンタビリティ要件を求める上で指導的役割を担っている。政府

財源からの収入が減少する反面、大学におけるアカウンタビリティ要件が増加傾向にある

ことは皮肉に映るかもしれない。しかし、大学が商業的活動にいっそう取り組むようにな

るにつれ、政府はリスクの増大を認識し、規制による管理を厳しくする傾向がある。 

 

大学のガバナンスや財政運営の諸側面について懸案事項が持ち上がる場合、州政府は素

早くそうした側面の再検討や監査を委託し、その知見に基づいて行動を起こすのが一般的

である。最近では、オフショア・キャンパスの設置、学生記録情報管理システムの実施、

新たな財務管理システムの実施、大学スタッフの私的業務といった諸問題を取り上げてい

る。 

 

連邦政府としても自らのアカウンタビリティ枠組みにしたがって、その資金が提供目的

のために用いられていることを自ら保証する必要がある。 

・ 監査済み財務諸表は、連邦政府の提供する資金が計上されていることを保証する。 

・ CEO による証明は、資金が提供目的のために用いられていることを保証する。 

・ 大学の統計報告は学生に関する詳細なデータを提供しており、これによって連邦

政府は大学が資金提供の対象となっている各種サービス（例えば、学生定員）を

提供していることを確認することができる。 

・ 当該データは、オーストラリア徴税庁及びDESTプロセスから得られたHECSデー

タとの適合・照合がなされる。 

 

連邦政府には、教育プロファイルの過程、とりわけ大学や関係する州・準州政府と協議
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することによって、いかなる財政運営上の諸課題にもすばやく対応できる手段が提供され

ている。 

 

連邦政府は、最大の資金提供者であることから大学に対して大きな影響力をもつ。そし

て連邦大臣は大学への資金配分の抑制もしくは撤回を求める法的権限を有するが、同権限

を行使する可能性は低い。とりわけ助成金の抑制といった懲罰的措置は効果的ではなく、

また学生に影響を及ぼすだけでなく、各機関の長期的な利益を損なうことが認識されてい

る。連邦政府は一貫して大学の自治に対する政策的立場を維持しており、大学の業務に直

接的に介入することはない。連邦政府はむしろ、目的別資金配分や財政的支援から優良実

践ガイドや研究成果刊行の促進に至る幅広いイニシアティブを特別に発揮することを通し

て、高等教育セクターにおけるガバナンスとマネジメントを向上させるための改革を誘導

すべく努めている。 

 

連邦政府が資金を提供するにあたってその見返りとして確信したいことは、大学が地域

社会から当然期待されているものを提供すべくあらゆることを実施していること、連邦政

府から得ている助成金をできるだけ効率的に使っていることである。もし確信できなけれ

ば、連邦政府は、望ましい成果を達成するために大学や関係する州政府と協力して対処す

ることになろう。しかし、それは必ずしも容易なことではない。 

 

連邦政府と州政府の政策意図には深刻な緊張が生じる可能性がある。各大学は、州政府

の課す法律、規制、ガバナンスの諸体制によって制約を受けたり不利益を被ったりするこ

ともある。大学自身のガバナンス体制が、二つの政府レベルにおけるその時々の政治見解

に基づいて再編成されることもある。また、大学の商業的活動に対してより厳しい規制を

設けたり積極的に統制したりする州もあれば、より緩やかな働きかけを行う州もあろう。

このような規制的手法の相違が、いくつかの州における大学の競争的位置づけに影響を及

ぼす可能性がある。 

 

連邦政府は学内業務に直接干渉しようすることはないが、州政府の場合はそうではない。

懸念されるのは、州政府による過剰な統制が影響して、ガバナンスの責任が大学の運営組

織から州政府に移行する結果となってしまうことである。しかし最近では、機関自治や大

学の諸問題を管理する運営組織の責任をめぐる広範な問題について、二つの政府レベルや

州政府間で考え方が収斂する方向に展開してきていると言われる。様々な政府レベルによ

る学内問題への干渉を少なくし、より効果的な自己運営（self-governance）を促すことを

支持する声が高まっている。 
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第３節 今後の方向性―財政運営とガバナンス 

現在の体制は、連邦政府及び州政府の責任の多くの分野において不明瞭であり、『レ

ビュー』プロセスの一環で検討されることになっている。そこでは、官僚的形式主義と大

学の報告義務を軽減する一方、公的なアカウンタビリティを向上させる方法が明らかにさ

れる。高等教育に対する連邦政府と州・準州政府の責任分担は、いくつかの特有な課題を

提示し続けるであろうし、行政体制及び報告体制の合理化によってこれらの課題が克服さ

れると期待することは非現実的であろう。 

 

連邦政府には、『レビュー』による成果の一環として、大学ガバナンスに関する一律の全

国規約を整備し、州政府間での法令遵守及び報告義務の一貫性を推進することが期待され

ている。「教育・雇用・訓練・青少年問題に関する行政審議会（MCEETYA）」のプロセス

が再び活性化され、重要課題への対応に際して連邦大臣と州大臣が協力する体制が整備さ

れる可能性もある。 
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第５章 現行アプローチの批判的分析 

 

第１節 高等教育財政 

「高等教育財政」の節（第１章第３節）で詳述したように、現行の財政枠組みは、一括

形式の経常費補助金を、各大学が特定年度に学生定員の規定最低数を満たしていることを

条件に配分することを基本としている。 

 

経常費補助金の教育関係経費（teaching component）はその大部分が歴史的に基づくもの

である。1990年に「相対的資金配分モデル（Relative Funding Model）」とそれによる調整が

設定されて以降、各機関が特定年度に受け取る経常費補助金は、前年の助成金レベルを基

本にし、連邦助成の対象となる学生定員の増減を修正して増額もしくは減額したものと

なっている。 

 

基本経常費助成もインプットが基盤となっており、教育及びマネジメントの実績が各機

関の受け取る助成額のレベルに影響を及ぼすことはほとんどない。大学は進学率や卒業率

の高さや特定の学習成果に応じて資金を提供されることはないし、地域や国家にとって意

義のある特定領域で教育を行っても資金提供がなされるわけではない。 

 

『レビュー』によれば、1988年以降導入されたこうした体制は再検討されることになっ

ている。特に『レビュー』が指摘しているように、現行の基本経常費補助金の算出方法と

は資金が「万能サイズ」モデルによって配分されることを意味している。同モデルは柔軟

性がなく、それゆえ大学は特定の専門分野に在籍する学生に対して、その分野に在籍する

学生の数、所在地、学習形態の如何にかかわらず、同額の助成額を受け取ることになって

いる。しかし実際には、大学のコスト構造は、所在地、歴史的利点、運営の規模と範囲、

提供サービスの種類によって極めて多様である。 

 

したがって、現在の高等教育財政システムの主たる問題はその柔軟性の無さと透明性の

欠如である。『レビュー』ではこれらの点に注目され光が当てられることとなろう。 

 

第２節 アカウンタビリティと機関モニタリング 

現在、連邦政府のアカウンタビリティ体制は、少なくとも高等教育の提供、質、大学に

よる助成金の慎重な使用について最低水準を確保しようとしている。そのうえ連邦政府は、

大学運営と意思決定、とりわけ地域社会の学生に対する公正で透明な大学進学機会の提供、

大学の研究上の取組みや商業的事業、大学における戦略的意思決定といった点において誠

実な取組みを担保しようとしている。 
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連邦政府は、資金配分に対する公的アカウンタビリティを、主に教育プロファイルの交

渉プロセス、他の特別目的補助金の配分、その他の報告義務を通して確保している。連邦

政府は、教育プロファイルのプロセスの一環として、多くの領域に関する３年間のデータ

と計画文書の収集を行っている（「教育プロファイル」の項と付録資料５及び６を参照のこ

と）。 

 

連邦政府は、学生（在籍者数、学生規模、コース、学問組織単位、HECS、PELS、ユニッ

ト及びコースの修了者数、教育費用支払方法）、スタッフ（常勤スタッフ、部分的常勤スタッ

フ、非常勤、性別、年齢）、研究活動（出版物、収入の出所と額）、財政（監査済み年次会

計報告、財務統計）といったデータも収集する。学生、スタッフ、財政に関する大学デー

タは連邦政府によって刊行され、公的に検討対象とされる。 

 

連邦政府は、アカウンタビリティ体制の一環として、AUQA や「留学生のための教育サー

ビス法（ESOS Act）」を通して大学に報告義務を課しており、それは資金配分がなされて

いる様々なプログラムの特徴となっている。 

 

高等教育財政に対する現在のアカウンタビリティ体制は、現金主義に基づく会計環境の

下、「インプット」（例えば、給与や資本）と「プロセス」（大学の業務）を目的として大学

に連邦助成を行うというコンテクストで発展してきたものである。教育プロファイルの作

成プロセスは、大学が自らの活動と連邦助成の使途を明らかにするための重要な手段であ

る。データや計画文書に対する要件の多くが、大学が長年にわたって適切な手続きやマネ

ジメントを確立するのに有効に機能し、大学の取組みを促すのに役立ってきたことは認め

られて然るべきである。 

 

それにもかかわらず、法令遵守が強調されるとともに、厳格な実績本位のアカウンタビ

リティ枠組みが欠如していることで、二つの分野において問題が生じている。一つは大学

の報告義務が過剰なことであり、もう一つは大学における効果的な自己運営を促進するこ

とに失敗していることである。 

 

アカウンタビリティ体制と現行の報告義務の多くは1980年代後半に確立されたものであ

り、長年にわたって量と範囲が増加してきた。高等教育セクターでは法令遵守の負担増加

に関する懸念が高まっている。大学は、『レビュー』に提出した意見書において、驚異的な

数の報告義務と法令遵守の負担に対して危機感を表明している。連邦政府は『レビュー』

の早い段階で大学からのこうした批判に応え、現行体制において大学に課されている官僚

的形式主義と煩雑な事務手続きの軽減が優先事項であることを明らかにしている。 
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第二に、教育プロファイル及び補助金配分のプロセスは成果に焦点を当てておらず、大

学による成果基盤の戦略展開を促進するものでもない。連邦助成は長年「学生定員数」（も

しくはアウトプット）に基づいてなされているものの、アカウンタビリティ枠組みは「実

績」や「結果に対するアカウンタビリティ」よりも「法令遵守」や「適合（conformance）」

に焦点が当てられている。 

 

教育プロファイルのプロセスは、アカウンタビリティを向上させるために設計し直され

る可能性がある。同プロセスは、大学による報告書や計画の提出を基盤とするのではなく、

財政及び組織の実績に関する特定の課題に対応した機関と政府による二者協議と測定可能

な成果についての報告を中心に据える必要がある。教育プロファイルのプロセスがより正

確に目標に照準を合わせたものになれば、連邦政府が多様化、専門化、地域への関与に基

づいた高等教育システムを展開していく上で役立つであろう。教育プロファイルのプロセ

スは、現行の方式においては、大学間の構造・使命・コース提供の差異化を進めるのに必

要となる柔軟性を欠いてしまっている。 

 

連邦政府は、大学における「コーポレート・ガバナンス」と「公的アカウンタビリティ」

の向上を実現すべく、「法令遵守」（法律、倫理、運営の点で適正な手続き）と「実績」（効

果と効率性）を包含したアカウンタビリティ枠組みを採用するかもしれない。実績は、組

織による成果、研究による成果、学生による成果の効率と効果性によって査定されること

になろう。 

 

アカウンタビリティ体制によって、高等教育機関の行動が促進され得るし、実際にそう

なっている。また、意図しない成果が生み出される可能性もある。例えば、現在のアカウ

ンタビリティ枠組みは大学の画一化を促すのに寄与してきたと言っても過言ではない。「実

績」に基づくアカウンタビリティ枠組み（例えば、成果やアウトプット）を設定して、高

等教育機関の実績が公共投資に対して最大限の還元を実現できるように促す一方、「法令遵

守」の手段も公共投資が実質的に保護されていることを監視し担保するために準備されな

ければならないだろう。 

 

政府監査官の財務報告監査による外部からのアカウンタビリティや補助金配分プロセス

といった現行のアカウンタビリティ枠組みの要素は、継続されつつも改善されるべきであ

る。煩雑な官僚的事務手続きをあまり踏むことなく組織自身による効果的運営を行い連邦

政策の成果を査定するという諸原則に基づき、アカウンタビリティ・報告の多くの分野で

改善を進めることが可能である。例えば、大学の活動や評判に大きな影響を及ぼし、連邦

政府が関心を寄せる重大な出来事や問題について連邦政府への報告を求めるということも

あり得る。また、投資家の保護と優れたガバナンスの実現を目的として、法人法



－ 41 － 

（Corporations Law）、オーストラリア証券取引所上場規則、オーストラリア証券投資委員

会（ASIC）が公社（public companies）に課している報告義務は、大学に対する報告義務の

開発の指針となり得るものである。 

 

大学は、投資、借入金、資本支出に対する原則と基準を明確に説明することが求められ

ることになる。大学とその管理下にある企業体は、州の会計監査官による監査を受けてい

が、大学の管理下にない子会社（subsidiaries）や共同出資事業（joint ventures）について

はそうではない。政府監査官もしくは独立監査官のいずれかが大学の子会社や共同出資事

業を監査できるような体制が整備されなければならない。また、これらの組織は適切な内

部財政管理と誠実性の発揮される体制を維持していることが証明される必要がある。 

 

第３節 ガバナンスの体制 

第４章の第１節「財政運営とガバナンス問題の登場」と第２節「財政運営及びガバナン

スの課題への対応」で詳述したように、大学は現在、ガバナンスの分野で重大な課題に直

面している。競争の増大と商業的活動の拡大によって、大学には透明性の高いアカウンタ

ビリティ体制と強力な財政運営力を備えて、高次のリスクに晒されることを回避すること

が求められている。これまでの連邦政府のアプローチは、目標型資金配分や優良実践に関

する研究の委託・刊行といった特定のイニシアティブをとることによって、高等教育セク

ターにおけるガバナンスとマネジメントの向上に向けた改革を誘導するというものであっ

た。 

 

大学の財政運営と優れたガバナンスを実現しようとする現在のアプローチは、連邦政府、

州（準州）政府、大学がすべて、異なるが時に重複し厄介な役割を担っているため多層的

なものとなっている。こうした責任分担は連邦政府にとってすでに問題となっており、今

後も問題であり続けるだろう。 

 

例えば、連邦政府にとっての懸念は、多くの大学運営組織の規模があまりに大きく（最

大35人）、各部門の利益を代表するメンバーや大臣・総督・それ以外の特別な任命によるメ

ンバーが含まれていることである。運営組織のメンバーは、大学の商業的活動を効果的に

管理するのに必要な特定のスキルや特性を欠いていることが少なくない（第１章第４節「機

関ガバナンス」を参照のこと）。また、運営組織には、機関がその商業企業組織に関して適

切なリスク管理戦略、アカウンタビリティ過程、内部統制を開発・実施できるようにする

ことが求められる。大学ガバナンスに関する一律の全国規約が開発される可能性もある。

こうした運営組織とガバナンス過程の改革を行う見通しは、関係の州（準州）政府の協力

がなければ大いに制限されたものになるだろう。 
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連邦政府は、大学における効果的な自己運営を支援し、不必要な報告義務のために大学

に課される要請を軽減することを優先している。効果的な自己運営によって機関の自治と

責任は強まることになる。この結果、連邦政府には、過去に実施された公共投資や現在継

続中の公共投資が保護され、公共投資に対する最大限の還元が実現するように担保すると

いう新たな課題が生じることになろう。もし大学における公的なアカウンタビリティが高

まり、ガバナンスと財政運営の体制が改善されることによって規制負担が軽減されるとい

うことになれば、連邦政府と州（準州）政府間で多くの特定分野に関して合意がなされな

ければならないだろう。『レビュー』では、財政運営とガバナンスに関するこうした主要な

問題の少なくともいくつかについて対応が図られることになろう。 
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補遺（2003年５月） 

 

レビューに対する連邦政府の対応は、2003-2004年度予算の一環として2003年５月13日に

明らかにされた。「我々の大学―オーストラリアの未来支援―（Our Universities: Backing 

Australia’s Future）」と題された改革方針は、今後10年間のオーストラリア高等教育の構想

を描くにあたって基盤となるものであり、今後4年間にわたって高等教育セクターに約15億

豪 ド ル の 連 邦 政 府 追 加 助 成 が 実 施 さ れ る 。 こ の 改 革 方 針 の 詳 細 は 、

http://www.backingaustraliasfuture.gov.au/review.htm に掲載されている。 

 

この改革方針は60以上のイニシアティブからなる総合的なパッケージであり、法律の議

会通過が必要である。この改革案が議会を通過すれば、オーストラリア高等教育に対して

広範囲にわたる改革が導入され、本報告書の本文で略述したように現行の財政体制につい

てその多くが破棄されることになるだろう。 

 

ここでは、報告書の内容に関連の深い改革方針の３点、すなわち改革の主要原則、新し

いアカウンタビリティ枠組み、大学ガバナンス体制について述べることにしたい。 

 

第１節 主要原則 

連邦政府の改革方針は４つの主要原則に基づいている。 

 

１．持続可能性（Sustainability） 

・ 市場の規制緩和と非政府収入の獲得能力の増大 

・ 首尾一貫した政策枠組みの創出 

・ 学生定員一人あたり連邦助成の増額 

・ 地方キャンパスに対する追加支援 

・ 人口に見合ったプログラム増設の実施 

・ 高等教育機関のガバナンスと柔軟性の向上 

・ 労働市場需要に対応したコース提供の実現 

 

２．質（Quality） 

・ 連邦助成対象の学生定員がすべて質の高い学習成果を維持し得るレベルで資金

提供を受けられるようにすること 

・ 学習・教育成果の質の向上 

・ 高等教育機関と産業界・地域社会の協同を促すインセンティブの創出 

・ 新しいアカウンタビリティ枠組み 
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３．公正（Equity） 

・ 入学時点で学生に経費負担が発生しないこと（公立機関及び認定を受けた私立機

関） 

・ 学生のローン計画における返済開始額の増額 

・ 高等教育機会に恵まれない人々の就学と成果の改善 

・ 学生に対する国家優先領域コース受講のインセンティブ 

・ 連邦助成対象の学生定員の追加 

 

４．多様性（Diversity） 

・ 構造、使命、目標、コース提供、研究上の強み、パートナーシップを通した差異

化 

・ 政府指定の要件でない、一連の目標型パフォーマンス基盤のインセンティブの提

供 

 

第２節 新しいアカウンタビリティ枠組み（機関査定枠組み） 

連邦政府は、「オーストラリアの未来支援」で提案されている新たな財政体制を支えるた

め、高等教育機関に対して新しいアカウンタビリティ枠組みを導入する予定である。新た

なアカウンタビリティ枠組みは、2004年から現行の教育プロファイル過程に代わって導入

されるものであり、各機関との二者間における戦略的取決めに基づき、連邦政府のアカウ

ンタビリティ要件を明示した「機関査定枠組み（Institution Assessment Framework, IAF）」

を基礎としている。IAF は連邦助成を受けている全機関に適用される。 

 

IAF は、各機関に課されている報告作業の量を減らす連邦政府の取組みについても支援

を行う。IAF によって、大学と外部情報源から寄せられる量的・質的データに基づいて機

関の成果について一律の査定が行われる。 

 

IAF は連邦政府の責務を基盤としており、それによって連邦政府が資金提供を行う機関

が持続可能であって資金に見合う成果を提供していること、その成果の質が高いこと、機

関が法的義務を遵守していることが担保される。IAF によって、大学と外部情報源から寄

せられる量的・質的データに基づいて、機関の成果についての一律の査定が行われる。連

邦政府による高等教育機関の査定は、教育科学訓練省（DEST）と各機関との戦略的な二者

協議の基盤をなすことになる。 

 

IAF は４つの主要要素から構成されている。IAF の図は付録資料９を参照のこと。 
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１．組織の持続可能性 

これは、高等教育機関が、連邦政府の助成を受けているサービスを継続的に提供できる

ように保証することである。以下の点が含まれる。 

・ リーダーシップと戦略的方向づけ 

・ リスクマネジメント 

・ 財政上のアカウンタビリティ 

 

２．高等教育提供の達成 

これは、高等教育機関がどの程度、政府の掲げる高等教育の目的に見合うように取り組

んできたかということである。以下の点が含まれる。 

・ 学生定員の提供と、高等教育機関が需要を満たしてきた程度 

・ コース間及び学問分野間での学生定員の配分 

・ 学生のアクセスと支援体制の妥当性 

・ 研究活動と、それが高等教育機関の使命や特定の強みにいかに関連しているか 

 

３．成果の質 

DEST の質評価は、高等教育セクターにおいてすでに用いられている広範な品質指標と

プロセスを利用することになろう。DEST はまた、成果に焦点を当てつつ、AUQA のオー

ディット結果も利用することになろう。 

 

４．法令遵守 

法令遵守の査定によって、高等教育機関が助成金を受けており、法的要件を遵守してい

ることが担保される。 

 

IAF の下に要請された情報は毎年まとめられ、連邦政府が高等教育機関を査定する際に

体系的に利用されることになる。DEST と各機関との間では、詳細にわたる二者協議が、

追加開催の特別な必要（例えば、査定内容から懸案事項が生じた場合）がない限り、二年

に一度実施される。協議では、長期的な戦略的イニシアティブだけでなく当面の問題にも

焦点が置かれる。協議はまた、「最高の実践（best practice）」に関する情報を共有する上で

の有意義な場としても機能している。各機関の学生定員をめぐる交渉については、財政協

定（Funding Agreements）を通して毎年行われる。 

 

公正（equity）・質・財政分析といった特定の高等教育分野を専門とする DEST の担当官

は、少なくとも２年に１度（もしくは必要が生じた際に）各機関を個別に訪問することに

なる。その目的は、各機関に特有の問題について理解を深めること、有益な専門家のネッ

トワークを構築することにある。このような取組みによって、現在の教育プロファイル体
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制下においてよりも、各大学とのより密接な関係や一層の協力が生み出されることになる

と思われる。 

 

第３節 ガバナンスの体制 

「オーストラリアの未来支援」には、大学ガバナンスを改善するための取組みが盛り込

まれている。連邦政府はすでに、公立高等教育機関のための全国ガバナンス規約（National 

Governance Protocols for Public Higher Education Institutions）を制定している。同規約は、

ビクトリア州政府が実施した「大学ガバナンスに関するレビュー（Review of University 

Governance）」（2002年）とデイビッド・ホア（David Hoare）が議長を務めた「高等教育マ

ネジメントレビュー（Higher Education Management Review）」（1995年）の成果を基礎とし

ている。規約は、商業活動に対する大学カウンシルの監督責任を増大させ、大学カウンシ

ルが透明性をもってそうした責任を履行することを要請し、公共の利益の保護を担保する

ことによって、大学ガバナンスを強化することになろう。 

 

規約は、大学とビジネス界の双方が現在の最高実践モデルを考慮しながら行った助言に

基づいて制定されたものである。規約によって、大学はカウンシル構成員の職務を明確化

し、構成員の専門的職能開発のための公式のプログラムを整備することが必要となる。構

成員はまた、特定の支持基盤の代表者や代弁者としてではなく、当該大学の「理事（trustee）」

であり、大学の利益のためだけに行動することが要求されることになる。カウンシルは18名

を超えてはならず、少なくとも２人は財務に関する専門知識を持ち、１人は商業に関する

専門知識を持っていなければならない。構成員の大多数が学外から選出される。 

 

連邦助成の追加増額は、規約と労使改革の実施が条件となる。新法において、資金提供

の条件が略述されており、法令遵守は連邦政府と各機関の間で交渉される財政協定

（Funding Agreements）を通してモニターされることになる。高等教育機関は自らの法的

権限において、規約が示すこのような側面に同意し実行に移すことが必要となる。各州及

び準州政府も、所管内の高等教育機関が助成金の増額を受けようとする場合には、関連法

の法制化も含め、その権限内において規約が示す同様の側面について同意し実行に移すこ

とが必要となる。連邦政府直轄のニつの大学、つまりオーストラリア国立大学（The 

Australian National University）とオーストラリア海事カレッジ（The Australian Maritime 

College）についての法律も、両大学のガバナンス体制が最高の実践や全国ガバナンス規約

を反映したものとなるよう修正が加えられることになろう。 



－ 47 － 

付 録 

 

 

 

資料１ オーストラリアの大学の多様性と実績―状況・事業規模・ガバナンス― 

資料２ オーストラリア大学の財政データ 

資料３ オーストラリアにおける在籍者構成の変遷（1996-2001年） 

資料４ オーストラリアの大学教職員構成の変遷（1992-2001年）

資料５ 2002年度教育プロファイル協議の文書作成及びデータ収集に関する要請事

項 

資料６ プロファイル策定プロセス 

資料７ 財政モニタリングの総合的枠組み 

資料８ 実績管理に関する中間査定のあり方（2002年度プロファイル策定ラウンド） 

資料９ 機関査定枠組み（IAF）の構造 



 
 
 

資料 1 オーストラリアの大学の多様性と実績―状況・事業規模・ガバナンス―（続き） 

 

 

－49－



 
 
 

資料 1 オーストラリアの大学の多様性と実績―状況・事業規模・ガバナンス―（続き） 

 

 

－50－



 
 
 

資料 1 オーストラリアの大学の多様性と実績―状況・事業規模・ガバナンス―（続き） 

 

－51－



資料 2 オーストラリア大学の財政データ 

－52－



資料 2 オーストラリア大学の財政データ（続き） 

－53－



資料 2 オーストラリア大学の財政データ（続き） 

－54－



資料 2 オーストラリア大学の財政データ（続き） 

－55－



資料 2 オーストラリア大学の財政データ（続き） 

－56－



資料 2 オーストラリア大学の財政データ（続き） 

 

－57－



資料 3 オーストラリアにおける在籍者構成の変遷（1996-2001 年） 

 

－58－



資料 4 オーストラリアの大学教職員構成の変遷（1992-2001 年） 
 

 

－59－



資料 5 2002 年度教育プロファイル協議の文書作成及びデータ収集に関する要請事項 
 
はじめに 

2002 年度教育プロファイル・ラウンドの文書化及びデータ収集の要件は、小規模な修正があるのみで、2001 年度の要件に準じたものである。要件は

以下の諸点からなる。 
●戦略的計画 
●研究・研究者養成マネジメント計画 
●資源管理 
●成果及び実績 
●質保証・改善計画 
●機会均等計画 
●先住民教育戦略 
 

1．戦略的計画 
各機関は、それぞれの戦略的計画の主要な特徴を概括し、戦略や中核的活動についてなされた大幅な変更点に関して説明することが求められた。この

要件を満たすため、各機関は、少なくとも以下の領域を網羅する現行の戦略的計画の要旨を提出しなければならなかった。 
●キャンパス閉鎖の可能性、協力体制（教育及び事務）、機関間もしくは職業教育訓練セクター（VET sector）との活動統合を含む、合理化の取組み

に関する提案 
●学問分野の変化（教育提供の比重を学部教育から大学院教育へと変更することを含む）及び教職員構成に関する提案 
●高等教育需要（例えば、教員養成・看護・自然科学・農学）の変化の記述 
●近年の動向や授業料負担の教育機会に対応した戦略 
 

2．研究・研究者養成マネジメント報告 
2002 年度の「研究・研究者養成マネジメント報告（RRTMR）」に関するガイドラインは独立して提示された。RRTMR では、研究・研究者養成に関

する戦略的目的が概説されるとともに、これまでの実績について報告がなされている。それはまた、各機関における大学院課程の構成を、その研究能力

及び実績に関連づける手段でもある。 
 

3．成果及び実績 
学生規模データの収集 
これは、当該年度及び次の 3 ヵ年における学生規模に関しての統計表である。学生規模データは 4 つの表（P1 から P4 まで）ごとに提示することが求

められた。表 P1 は、経常費助成の規模に関連し、各機関が廃止を選択した HECS 受給資格のある（HECS-liable）研究学位学生のみを含んだものであ

った。大学は、2002 年の研究人材育成計画（RTS）の実施にあたり、連邦補助対象となる（すなわち、HECS-liable）大学院定員を、研究学位学生に割
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り当てることはできなかった点に注意しなければならない。つまり、研究学位の大学院課程の新定員はすべて、競争的な RTS 計画の下で配分されるか、

あるいは授業料負担とされなければならない。 
 
2002 年度の RTS における高等学位の規模推計は表 P2 にまとめられた。同表において、各機関は相対的資源配分モデル（Relative Funding Model）

の定義に従って、高コスト分野と低コスト分野の間で規模推計値の内訳を提供することが求められた。 
 
表 P3 では、留学生以外で授業料を負担している学院生数及び学部学生数が報告された。 
 
表 P4 は、財源別の全学生規模を示す。2002 年、2003 年、2004 年については、総数から RTS の研究学生数（これは、実績に基づく配分である）が

除外されることになっている。 
 
学生規模データを示す表、及びデータ収集に関わる詳細な指示は、各機関に配布される Educational Profiles Student Load Data Collection for the 

2002-2004 Triennium に含まれている。 
 

資源管理 
近年、資源管理に対する連邦政府の主たる関心領域は、各機関の財務及び資本管理であり、資本開発出資助成（CDP）の提出資料に向けられている。

DEST による各機関の財務状況分析は、2001 年度財務監査報告に基づくものである。これまでの年と同様、DEST は各機関に対する財務予測モデルを

運用しており、議論の前に各機関に複写資料を提供している。 
 
資本開発出資助成（CDP）のガイドラインに沿った資本開発プロジェクトを計画中の機関は、プロファイル文書作成の一環として財政支援を要請する

提案を提出することが推奨された。 
 

機会均等計画、先住民教育戦略、質改善・向上計画 
機会均等計画、先住民教育戦略、質改善・向上計画に対する要件の詳細については、各機関に提供された。機会均等計画においては、障害を有する学

生、低社会経済層出身者、非伝統学問分野の女性等の機会均等グループに対する機会提供の機関戦略についての詳細が記述される。先住民教育戦略は、

アボリジニー学生に対するコース提供及び支援に関する戦略が概説される。質改善計画は、各機関の質保証の目標や戦略、それら戦略を成功に導くため

の指標について記述される。 
 

プロファイル文書の返却 
プロファイル文書及びデータは電子化されて返却される。さらに、当該機関の最高経営責任者の承認を得た全文書のハードコピー2 部が DEST に送付

されなければならない。 
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資料 6 プロファイル策定プロセス 
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資料 7 財政モニタリングの総合的枠組み 

 

－63－



資料 8 実績管理に関する中間査定のあり方（2002 年度プロファイル策定ラウンド） 
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資料 9 機関査定枠組み（IAF）の構造  
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